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令和６年度  事業報告  

 

令和 6 年度は、「なごやか地域福祉 2020」（第 3 期名古屋市地域福祉計画・

第 6 次名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画）および「名古屋市社会福

祉協議会第 3 次経営戦略計画」の最終年度であったため、関係機関・団体な

ど地域の皆さまとの連携のもと「事業の基本方針」に掲げた事項を中心に、

さまざまな事業活動を展開するとともに、「なごやか地域福祉 2029」（第 4

期名古屋市地域福祉計画・第 7 次名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画）

および「名古屋市社会福祉協議会第 4 次経営戦略計画」を策定しました。 

 

令和６年度事業の基本方針掲載事項の実施結果  

 

①【地域の福祉課題の解決に向けた事業展開】  

 

○「名古屋市地域支えあい事業」については、新たに実施学区が 9 学区増え、

市内 117 学区（前年度 108 学区）で実施しました。 

高齢者などの生活を支える住民相談窓口や生活支援活動について、活動の

充実に向けた支援を行いました。 

 

○「名古屋市高齢者サロンの整備等生活支援推進事業」については、高齢者

サロンなどに対して 40 件の開設助成を行い、3 月末時点における高齢者・

共生型サロンの把握・設置件数は、市内で 1,737 カ所（前年度 1,714 カ

所）となっています。   

また、「介護予防に資する通いの場の充実事業」については、ふれあい・

いきいきサロンや生活支援活動などと併せて情報管理を行うとともに、担い

手の養成を図るため健康体操やスマホ操作・アプリの研修会を開催しました。   

 

○「名古屋市子ども食堂推進事業」については、23 件の開設助成を行い、3

月末時点の子ども食堂は、市内で 140 カ所（前年度 123 カ所）となって

います。子どもの居場所フォーラムを開催し、課題や取り組みの工夫など

を共有する機会をつくりました。 

また、「名古屋市子ども食堂等コーディネート事業」では、子ども食堂開

設講座、運営者向け研修会、市連絡会を開催しました。立ち上げから運営ま

での総合相談やネットワークづくりなどに取り組むことで、子ども食堂の広

がりと活動の充実に向けた支援を行いました。 

 

〇「重層的支援体制整備事業」では、16 区において本格実施となりました。   

区社協とともに、包括的な支援体制を構築するため、相談支援・参加支援・

地域づくり支援の 3 つの支援を一体的に行いながら、効果的かつ着実な事

業の推進を図りました。   



 

〇「重層的支援体制整備事業の後方支援業務」については、包括的相談支援

チームに対して、困難ケースへの専門職による助言を行うとともに、チー

ムおよび相談支援機関への研修などによる対応力の向上を図り、事業推進

のために専門的見地から後方支援を行いました。 

 

○各区社協で受託している「高齢者はつらつ長寿推進事業」については、介

護予防への理解を促し、高齢者の自主活動や地域活動などへの参加促進を

図るため、プロポーザル申請書に記載した基本目標および取り組みについ

て計画的に実施しました。 

 

○「ボランティア活動の振興」については、ボランティアのマッチングを目

的として市民活動推進センターやNPO、大学などと連携して「ぼらマッチ！

なごや」を開催するとともに、若者の担い手づくりを目的とした「なごや

か地域福祉・大学ラウンドテーブル」の企画として「大学ボッチャ交流会」

を開催しました。   

また、地域共生社会の実現に向けて、地域での協力者を増やしていくため、

福祉学習サポーター養成研修などを実施し、福祉教育・福祉学習の推進に取

り組みました。   

 

〇地域の助けあい・支えあい活動に携わる人材養成および取り組みの支援と

して「地域の支え手応援事業」を実施し、新たな人材や活動を掘り起こし

ました。また、活動に対する助成として「地域の困りごと解決応援助成」

を実施するとともに、助成団体向けに勉強会などを行い、市民の草の根福

祉活動を推進しました。 

 

○「災害ボランティアセンターの設置・運営」について、災害ボランティア 

センターにおけるボランティアの事前受付などの IT 化の推進に関して、ボ

ランティアや市民活動推進センターと協議を重ねました。 

また、災害に備え、災害ボランティアセンター三者合同研修を名古屋市・

なごや防災ボランティアネットとの共催で開催し、発災時に円滑に災害ボラ

ンティアセンターを運営できるように訓練を行いました。 

令和 6 年 1 月に発生した「能登半島地震」および 9 月に発生した「奥能

登豪雨」に関しては、東海北陸ブロック社協の災害応援協定に基づき、能登

町災害ボランティアセンターおよび輪島市災害たすけあいセンターの支援

のため、応援職員を派遣しました。 

 

○市内の社会福祉法人の連携により、既存の制度やサービスでは解決できな

い福祉課題の解決を目指す「なごや・よりどころサポート事業」では、地

域の住民が抱える困りごとを受け止める「地域のよりどころ相談窓口事業」

を試行実施しました。さらに、令和 7 年度からの本格実施に向け、事業実

施施設の職員と区社協の職員を対象とした「交流研修会」を開催しました。 

 



 

○「いきいき支援センター」では、市内 17 カ所のセンターを継続して運営

し、総合相談支援や認知症地域支援体制づくり、医療・介護連携の推進、

地域ケア会議、介護予防ケアマネジメント事業などを各区社協、区役所な

どの関係機関と連携・協働して実施しました。   

また、令和 5 年度から 9 年度までの受託期間における｢基本方針および重

点的な取り組み｣に基づく「働きやすい職場環境づくり」の一環として、名

古屋市所管課との協議により新たに「カスタマーハラスメント対応ガイドラ

イン」を作成し、センター運営や職員の安全性を図ることに取り組みました。   

各センターにおいては、新規職員受入時に必要な視点などを学ぶ「オンボ

ーディング研修」を実施するとともに、単年度目標シートに基づく取り組み

を行うことで、センターの強化に取り組み、「地域包括ケアの推進」に努め

ました。 

 

○「名古屋市認知症相談支援センター」では、令和 11 年度までの事業を受

託し、認知症地域支援推進員および認知症初期集中支援チームの活動支援

や認知症カフェの開設・運営支援、若年性認知症者に関する支援、認知症

コールセンターの運営などを行いました。 

認知症の方が事故を起こしたときに備える「なごや認知症の人おでかけあ

んしん保険事業」は、加入者が 3,200 人超となりました。 

「なごや認知症カフェ」の運営助成事業は、昨年比 260%超の費用助成を

行いました。 

認知症の方のピアサポート活動を支援する「認知症当事者ネットワークな

ごやトイプードルの会」は、名古屋市認知症の人と家族が安心して暮らせる

まちづくり条例の改正に関して当事者が意見を述べる場として機能しまし

た。 

 

○「生活困窮者自立支援事業」については、名駅と金山 2 カ所の仕事・暮ら

し自立サポートセンターにおいて、自立相談支援をはじめ就労準備支援、

家計改善支援、居住支援など相談者を中心に各分野の関係機関などと連

携・協働して実施しました。また、次期契約選定の応募結果、両センター

とも社会福祉法人芳龍福祉会、特定非営利活動法人 ICDS とのコンソーシ

アムにて令和 6 年 10 月から令和 11 年 9 月までの受託者として選定され

ました。 

 

○「住まいの確保が困難な高齢者や障がい者などへの支援」については、居

住支援法人として、住まいに関する相談に応じ、セーフティネット住宅等

賃貸住宅や福祉制度・生活支援サービスに関する情報提供、仲介事業者へ

の同行や契約時の立ち会いなどを行いました。また、「名古屋市居住支援コ

ーディネート事業」については、公益社団法人愛知共同住宅協会とのコン

ソーシアムにて受託し、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化

を図るため、民間賃貸住宅の住まい探しのサポートや登録住宅等の大家へ

の支援などを行いました。 



 

〇地域福祉に関する計画「なごやか地域福祉 2029」（第 4 期名古屋市地域福

祉計画・第 7 次名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画）については、

市とともに地域福祉に関する懇談会・作業部会の開催およびパブリックコ

メントを実施し、本会と市が一体的に策定を進めました。 

 

○「在宅福祉事業」では、「第６次在宅福祉事業プラン」（令和６年度～令和

１１年度）に基づき新たに年間の収入目標を設定し、ミドルマネジャーを

中心に目標管理を行うことで、目標収入額の達成および収支改善に取り組

みました。また、介護人材不足に対応するための組織体制強化の一環とし

て、東・中・熱田区にある訪問介護の事業所を令和 7 年度より中区へ統合

するための準備を進めました。 

 

○「社会福祉研修センター」では、名古屋市から受託している「名古屋市高

齢・障害福祉職員研修」・「名古屋市介護職員等キャリアアップ研修」を引

き続き実施しました。また、「介護職員初任者研修」を昨年度に引き続き、

上半期「求職者支援訓練」、下半期「通信制」にて実施しました。「認知症

介護実践者等養成事業」では、オンライン形式と集合形式を組み合わせて

実施しました。 

 

○「障害者・高齢者権利擁護センター」では、判断能力が不十分な方が地域

の中で安心して生活を送れるよう、金銭管理サービス、財産保全サービス、

福祉サービスの利用援助を実施しました。 

 

〇「成年後見あんしんセンター」では、成年後見制度利用促進にかかる中核

機関として、名古屋市成年後見制度利用促進計画に基づいて権利擁護支援

の地域連携ネットワークの仕組みづくりの一環として、区チーム会議に延

べ 98 回参加したほか、「名古屋市権利擁護支援協議会」において作成した

「身寄りのない人の権利擁護支援に関するガイドライン」（令和 5 年 4 月

公表）の啓発や専門職への研修に努めました。 

  また、市民後見人については、受任者数が延べ 94 名となり、令和 6 年

度に開催した第 10 期市民後見人候補者養成研修を通じて、新たに 23 名が

候補者バンクに登録しました。 

 

〇死後に不安を抱える身寄りのない高齢者などが、安心して生活を送ること

ができるよう、死後事務および見守り・安否確認などを行う本会独自事業

である「なごやかエンディングサポート事業」を実施するとともに、名古

屋市の事業である市民税非課税等の高齢者を対象とした「あんしんエンデ

ィングサポート事業」を受託者として実施しました。なお「なごやかエン

ディングサポート事業」については、利用申込者が急増したため、現状の

事業内容を維持したままの継続は困難と判断し、新規受付を休止しました。 

 

 



 

〇｢名古屋市障害者雇用支援センター｣の｢障害者就労支援センター事業｣では、

新規登録者83名、新規就職者59名となりました。就労移行支援事業では、

月毎の延べ利用者数は 2,682 名でした。実利用者数 31 名のうち 18 名の

方が利用を終了し、13 名の方が一般就職しました。また、就労定着支援事

業では、延べ利用者数は 257 名、就職後定着率は 88.5%となり、一人で

も多くの障がい者が一般就職をして仕事を長く続けられる環境づくりに取

り組むとともに、サロンを積極的に実施し、利用者の交流を図りました。 

 

〇「福祉基金事業」では、「令和２～６年度の福祉基金事業運営にかかる基本

方針」を踏まえ、事業の重点化と持続可能な基金運営に取り組み、「子育て・

障がい者サロンへの運営費助成」、「子ども食堂への運営助成」、「地域支え

あい事業」における高齢者以外の活動にボランティアポイントを付与する

「地域支えあい事業強化事業」などを実施したほか、「はばたきサポート事

業」として、児童養護施設など退所者の運転免許取得費、賃貸住宅入居費

の一部助成を行いました。 

 

 

②【指定管理施設・公募事業への対応】 

 

〇「高齢者虐待相談センター」および「障害者虐待相談センター」では、虐

待に関する専門相談機関として、相談助言を行うとともに、市内の相談受

理機関などの職員を対象とした研修を実施したほか、普及、啓発を通じて

虐待防止法の理解促進を図りました。 

 

○「障害者差別相談センター」では、関係機関と連携した調整を行い、障害

者差別に関する相談事案の解決を図りました。また、令和 6 年 10 月から

新たに「合理的配慮の提供支援に係る助成事業」を実施し、19 件の助成を

行いました。 

 

〇「鯱城学園」では、新たな指定期間の 2 年目として提案事項に基づいた事

業を行いました。新たに設置された「暮らし」専攻では ICT の基本知識や

情報収集の方法について学ぶとともに、オンライン会議などを体験する機

会を設けました。また、PR 動画を活用し学園の PR にも取り組みました。

高齢者が充実した学園生活を送ることができるよう、学園の魅力向上に努

めるとともに、地域活動への関心を高め、社会活動への視野を広げること

ができるよう事業に取り組みました。 



 

○「とだがわこどもランド」では、多くのみなさまに安心して遊んでいただ

けるよう、さまざまな企画・事業に取り組みました。戸田川緑地の自然を

活用した遊びや工作、専門機関と連携した子育て支援拠点事業の充実、中

高生の声を聞く場として「とだがわミーティング事業」の実施、中高生の

居場所づくりとして、創造の空間を授業後の小・中学生および高校生を対

象に、工作や勉強、おしゃべりなど、思い思いに過ごせる場所として開放

しました。また、名古屋市子どもの権利相談室「なごもっか」と共催で、

クイズラリーや講話を通じて子どもの権利について知る機会を設けました。

広報では、 Instagram などの SNS を利用して、とだがわこどもランドの

魅力を広く発信するよう努めました。 

 

○本会が指定管理者として運営する「総合社会福祉会館」については、設備

機器などの更新や補修を行うなど、快適な利用環境の提供を心掛け、安心・

安全で利便性の高い会館づくりを進めました。 

 

○区社協などが指定管理者として運営する「児童館」および「福祉会館」に

ついては、令和 7 年度から 5 年間の指定管理者の公募があり、各区社協の

継続受託に向けた支援を実施した結果、児童館 11 館（うち 3 館は NPO

団体とコンソーシアム体制での運営）および福祉会館 12 館における指定

管理の候補者として、各区社協が選定されました。 

 

 

③【本会経営基盤の強化、他団体とのパートナーシップ・連携】  

 

〇「会計監査人」による期末監査および期中監査などの訪問監査を受け、本

会の会計に関する報告等を適宜実施するなど、「内部管理体制の基本方針」

に基づき、ガバナンスや財務規律の強化を図りました。   

また、認知症相談支援センター、名東区北部いきいき支援センター、緑区

介護保険事業所への事業所監査を受けるなど、財務会計に関する事務処理体

制の向上に努めました。   

 

○「経営戦略計画」については、「第 3 次経営戦略計画」の推進および最終評

価を行うとともに、「地域福祉推進の中核機関」「持続的・発展的な社協」「信

頼される存在価値の高い社協」を経営理念として掲げ、「財務」「人材」「組

織」に焦点を当てた「第 4 次経営戦略計画」を策定しました。   

 

○地域共生社会の実現において多様な主体との関わりが求められるなか、各

企業の地域貢献活動を把握するとともに、地域福祉の課題やそれに対する

取り組みといった情報の提供、交流や学習の機会の提供を行うことで、企

業の地域貢献活動の促進を図りました。   

 

 



 

○「第 2 次広報戦略計画」については、「広報活動に関する専門チーム会議」

にて最終評価を実施するとともに、「第 4 次経営戦略計画」を上位方針とし

た「第 3 次広報戦略方針（な～やビジョン）」を策定しました。   

 

〇年次有給休暇の取得について、職務状況申告時に取得状況を職員自ら報告

してもらうことで、職員と組織が相互に確認することにより、労働基準法

で定める確実な休暇取得に努めました。   

 

〇「人材の確保・育成」に関しては、令和 4 年度に策定した「キャリアマネ

ジメント方針」に基づき、組織視点と個人視点の両立を目指す職員育成策

や多様な人材確保に向けた取り組みの基盤整備を引き続き進め、職員の職

制や専門性に応じた研修を集会・オンライン形式で実施しました。   

 

○経営基盤の強化を図るため、「会員」については新規に開設された社会福祉

施設などを中心に入会の働きかけを行うとともに、賛助会員（市社協サポ

ーター）についても本会のホームページにおいて募集を呼びかけるなど、

強化に努めました。   

また、本会が「税額控除対象団体」として認定されていることなど、寄付・

遺贈の際の寄付金の税額控除制度の活用について積極的に PR を行い、自主

財源の確保に取り組みました。 



 

主な活動及び事業  
 

１ 区社協の運営支援 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

区社協の活動・基盤の充実、強化  区社協の運営支援・基盤強化のため、運営経

費等の助成、各種情報の提供その他の支援を行

うとともに、改正社会福祉法への適切な対応に

ついても支援を行う。 

・区社協への職員派遣 

・活動費の助成 

・情報提供、連絡調整 

・人材確保や育成及び関係機関との調整 

・区社協への運営助成、 

各種情報の提供、連絡調整 

 

区社協会長研修 先駆的な社協活動や地域福祉活動等の状況

を学び、今後の区社協活動推進上の参考とする

ため、区社協会長等を対象とした正副会長福祉

セミナー（講義型）を開催する。 

・年１回（地域福祉部会委員会と併催） ・区社協正副会長福祉セミナーの開催 

年1回（2/20） 

参加者 68名 

区社協事務局長会議はじめ各担当次長

会、各担当者会の開催 

区社協事務局長を対象とした会議や各担当

次長会・担当者会を開催し、必要な事項の伝達

のほか、社協を取り巻く課題や市などの動きに

ついて共有を図るとともに、その対応方法等に

ついて協議する。 

・区社協事務局長会議 年11回 

・各担当次長会・担当者会 適宜 

・区社協事務局長会議 年11回 

・区社協地域福祉担当次長会 年２回 

・各担当者会  適宜 

区社協第 5 次地域福祉活動計画の 

推進支援 

 各区社協における第５次地域福祉活動計画

の推進（進捗管理）の支援を行うことで、各区

における計画的な地域福祉の推進を図る。 

・区社協地域福祉担当次長会 年2回 

・進捗状況の確認 通年 

・課題集約 適宜 

・区社協地域福祉担当次長会 2回 

 

 

＊太字は新規・臨時事項 



 

２ 地域福祉活動の推進 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

地域支えあい事業【委託】 地域共生社会実現に向けた包括的な支援体

制構築の一環として、住民相談窓口の設置と地

域住民によるコーディネーターの配置やボラ

ンティアの養成を行い、地域住民が抱えている

ちょっとした困りごとを住民相互で助け合う

ための仕組みづくりを推進する。 

・16区１１６学区を目標とした計画的な

実施学区拡大 

・新規実施学区9 学区を加え、16 区

117学区で実施 

・ご近所ボランティアコーディネータ

ー向け事務説明会（5/18、3/3※依

頼があった学区に対し随時）、交流会

（1/14 参加者102名）を開催 

「つながり・支えあおう 地域福祉の

すゝめ」の開催 

地域福祉推進協議会ほか、ボランティア・

ＮＰＯ団体、企業等多様な主体が取り組む地

域福祉活動の活性化と地域の福祉力向上を

図ることを目的に、地域福祉のセミナーとし

て「つながり支えあおう 地域福祉のすゝ

め」を開催する。 

・年1回開催 ・「つながり・支えあおう 地域福祉の

すゝめ」（10/30 ハイブリッド開催）

参加者357名 

次期地域福祉に関する計画「なごやか

地域福祉2029」（第4期名古屋市地

域福祉計画・第7次名古屋市社会福祉

協議会地域福祉推進計画）の策定及び

現計画の推進 

「地域福祉に関する懇談会」のほか、「作

業部会」や「幹事会」を開催し、多様な主体

の参画を得て次期計画策定及び現計画に定

める事項を推進する。 

 

・懇談会、作業部会（年2回） 

・次期計画策定にかかるﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ 

・なごやか地域福祉ニュースの発行（年4

回） 

・なごやか地域福祉セミナー（年1回） 

・地域福祉に関する懇談会の開催（11

月、３月） 

・作業部会の開催（6月、9月） 

・なごやか地域福祉ニュースの発行 

（年2回） 

・策定幹事会・ワーキンググループの

開催（各2回） 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

地域共生社会の実現に向けた重層的支

援体制整備事業 

包括的な支援体制を構築するため、相談支

援・参加支援・地域づくり支援の 3 つの支援

を一体的に行いながら事業を推進する。 

・16区における円滑な事業推進 

・新規8区における主事の配置 

・専門職員の充足 

・16区において事業実施 

・次長連絡会 年１１回 

・主任主事、専門職連絡会 年６回 

重層的支援体制整備事業の後方支援 各区の包括的相談支援チームに対して、困難

ケースへの専門職による助言を行うとともに、

チーム及び相談支援機関への研修等により対

応力の向上を図り、事業推進のために専門的見

地から後方支援を行う。 

・重層ミーティング 年１２回 

・基礎研修 年２回 

・フォローアップ研修 年２回 

・チーム、相談支援機関等向け研修 年

１回以上 

・重層ミーティング 年１１回 

・基礎研修（５月） 

・フォローアップ研修 年４回 

・重層的支援ﾌフォーラム（１２月） 

・精神分野スーパーバイザー派遣事業 

年１８回 

・アセスメント研修 年９回 

・拠点連絡会 年４回 

地域福祉推進協議会事業の推進【基金】 

 推進協への助成  住民が主体となって設置する「地域福祉推進

協議会」が実施する事業を支援するための助成

を行うとともに、「つながり応援事業」の円滑

な事業開始に向けた支援等を行う。 

・全小学校区に設置・助成 

・「つながり応援事業」の助成１０５学区 

 

・267小学校区に設置 
4区5学区から159,884円

（0.3％）の返還 
・つながり応援事業の助成97学区 

2区2学区から8,802円（0.2％）
の返還 

地域支えあい事業強化事業の実施 地域支えあい事業に関連する活動のうち、障

がい者や子育て支援の活動に対するボランテ

ィポイントの付与を行い、推進協等の全対象型

の地域福祉活動を活性化する契機とする。 

・地域支えあい事業実施学区における活

動に対するボランティアポイントの付与 

・地域支えあい事業のうち、高齢者以
外に対する活動を実施した102学区
に対し、142,809ポイントを付与 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

地域支えあい活動フォーラムの開催

【基金】 

市内の地域福祉活動実践者や地域福祉活動

に興味のある方に対して、市内の先駆的事例等

を紹介する等の講演等を開催することにより、

地域福祉活動への意欲向上を図る。 

・年１回開催 ・「つながり・支えあおう 地域福祉の

すゝめ」に包含して開催。地域支えあ

い事業実施学区の活動者による実践報

告を実施。 

ふれあい・いきいきサロン推進事業の実施 

 ふれあい・いきいきサロン開設助

成【基金】 

地域住民の孤立防止や見守り・助けあいの機

運を高めるため、新たに開設される「ふれあ

い・いきいきサロン」に対して、必要物品購入

経費の一部を助成する。 

・区社協における開設相談・支援の促進 

・年間 ４０件助成 

 

 

 

・31件助成（共生17件、高齢8件、

子育て5件、障がい1件） 

 

子育て・障がい者サロンへの運営

助成【基金】 

子育て・障がい者サロンの運営費助成を行

い、高齢者等サロンの整備等推進とともに市内

全般のサロンの活性化を図る。 

・【月２回以上、５人以上】年間 ４５件

助成 

・【月４回以上、５人以上】年間 ４０件

助成 

【月2回以上、5人以上】 

・上半期・下半期通じて107件助成 

【月4回以上、5人以上】 

・上半期・下半期通じて66件助成 

多様なふれあい・いきいきサロン

づくりの推進 

ふれあい・いきいきサロンの推進のため、各

区でのサロンの設置状況を把握・分析するとと

もに、サロン推進セミナーを開催する。 

・サロン推進セミナーの開催（年１回） ・「つながり・支えあおう 地域福祉の

すゝめ」に包含して開催。ふれあい・

いきいきサロン実施学区の活動者によ

る実践報告を実施。 

高齢者サロンの整備等生活支援推進事

業の実施【委託】 

各区の生活支援連絡会において、担い手の養

成や資源開発などの具体的な取り組みが実施

されるよう支援し、日常生活上の支援体制の充

実及び高齢者の社会参加を一体的に進める。 

・高齢者等サロンの設置・把握 各学区1

か所ずつ 

・各区生活支援連絡会の設置・運営（年2

回以上） 

・高齢者サロンの設置・把握数 

1,103か所 

・各区生活支援連絡会 延べ58回 

 

介護予防に資する通いの場の充実 

【委託】 

 介護予防に関する情報提供や通いの場の担

い手の発掘・育成、活動場所の確保の支援をす

ることにより、介護予防に資する住民主体の屋

外型の通いの場の充実を図る。 

・研修会 年4回以上 ・スマホ教室4回（10/10：36名、

10/24：34名、11/7：32名、

11/14：34名参加） 

・健康体操教室（9/11：２５５名参加） 



 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

子ども食堂推進事業 子どもの孤食を防止し、子どもが安心して食

事ができる機会を提供することを通じて、子ど

もの健やかな育ちを支援する環境づくりを推

進するとともに、子ども食堂実践者同士のネッ

トワークづくりや区社協の「サロン何でも相談

所」を通じた「子ども食堂」の円滑な運営のた

めの活動支援を行う。 

・子ども食堂開設助成金 ２０件 

・子ども食堂の啓発等を目的としたシン 

ポジウム等の開催（年1回） 

・年間２３件助成 

・居場所フォーラム年1回 

（3/５ １１２名参加） 

子ども食堂等コーディネート事業 

【委託】 

子ども食堂等の立ち上げや運営を支援する

とともに、子ども食堂等で支援が必要な子ども

を見つけた際に行政や地域住民、NPO等様々

な支援機関と連携を取りながら当該子どもを

支援につなぐことができるように子ども食堂

等を支援するもの。 

・子ども食堂開設講座（年１回） 

・子ども食堂運営者研修会（年１回） 

・子ども食堂連絡会（年２回） 

 

・子ども食堂開設講座（７/１８ ２５

名参加） 

・子ども食堂等運営者研修会 

（11/２５ ６１名参加） 

・子ども食堂連絡会年２回（9/19 

30名、1/21 ３２名参加） 

・市子ども食堂等運営補助金受付 

（申請８３件 実績報告７５件） 

ふれあい給食サービス事業の推進 

【基金】 

ひとり暮らし高齢者等とボランティアが食

事を介して孤独感の緩和や安否確認等を目的

に、地域団体等が実施する「ふれあい給食サー

ビス事業」に対してその経費を助成するほか、

関係機関と連携しながら食品衛生指導を通じ

た食品衛生管理の徹底等の情報提供を行うこ

とにより、支援する。 

・現行23４学区の継続実施 

 

・234学区からの実施申請により助成

金交付 

7区12学区から74,600円（0.6％）

返還 

・ふれあい給食サービス事業担当者会

（9/2 15名参加） 



 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

地域の支え手応援事業【基金】  

 住民の地域活動参加支援事業 

 

地域の助けあい・支えあい活動や困りごと解

決活動に興味のある未活動者から既活動者ま

で参加できるような、地域の現状を踏まえた取

り組みを紹介するなど社会の状況に合った講

座を実施し、受講生を地域の社会資源として把

握し、区社協へつなぎ、地域活動への参加を支

援する。 

・講座 20名参加 

 

 

 

 

・「ぼらマッチ！なごや2024」を「地

域の支え手応援事業（住民の地域活動

参加支援事業）」に位置付けて開催

（12/7）290名が参加 

地域の困りごと解決応援助成 「住民の地域活動参加支援事業」の講座受講

生や団体等が取り組む地域の困りごと解決活

動に対して、助成金を交付して活動の支援を行

う。 

・助成事業 ５事業以上の応募 

 

・助成事業…７事業申請､３事業決定 

 

 活動継続応援事業 「地域の困りごと解決活動に取り組む講座」

受講生や団体等に対して、個別相談や共同学

習・情報交換の場づくり等を実施することで、

安定した活動を行えるように、地域をフィール

ドとした草の根福祉活動の支援を行う。 

・個別相談（年３件） 

・進捗状況把握（年2回） 

・学習会・交流会等（年２回） 

・個別相談      年２件 

・進捗状況把握    年２回 

・学習会･交流会等  年２回 

交流会(成果報告会) 6/22実施、 

33名参加 

勉強会 3/18実施、11名参加 

地域の子ども応援事業【基金】 次代を担う子どもたちが地域において他者

との交流などを通じて主体性や社会性などを

身につけることができる事業及び子ども・子育

てを支える人づくり事業に対して助成を行う。 

(1)子どもの主体的な活動応援事業 

(2)中学生・高校生の居場所づくり事業 

(3)地域で子ども・子育てを支える人づくり事

業 

・新規応募団体 ３団体以上 

・成果報告会（年１回） 

・子どもの主体的な活動応援事業 

5団体応募（3団体決定） 

・中高生の居場所づくり事業 

【新規】6団体応募（4団体決定） 

【継続】6団体応募（5団体決定） 

・地域で子ども・子育てを支える人づ

くり事業 

4団体応募（3団体決定） 

・成果報告会（6/22） 

※地域の支え手応援事業と合同開催 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

コミュニティワーカー（学区担当）に

よる計画的地域支援の推進 
各事業の連絡会や研修会等を通じて、コミュ

ニティワークに関する情報交換や実践手法等

を共有するとともに、重点支援学区を設定する

ことで計画的な学区支援を行い、推進協活動の

活性化を図る。 

・コミュニティワーカー学区担当制にお 

ける重点支援学区設定 各区２学区以上 

・重点支援学区の選定 32学区 

コミュニティワークを習得する研修の

実施、ツールの普及・活用 

本会が作成した「社協職員実践読本」を活用

し、コミュニティワーカーとして必要な知識や

技術を習得するとともに、コミュニティソーシ

ャルワークの展開方法等を理解し、職員の経験

年数に応じ段階的に個と地域の一体的な支援

を意識した実践を行うための研修を実施する。 

・年３回開催 

・社協職員実践読本の改訂 

・コミュニティワーカー研修【基礎編】

（オンライン）の開催（4/5） 

・【実践編】は分野横断チームアプロー

チ研修と併催（集合形式）（12/17） 

・【応用編】は重層的支援フォーラムと

併催（12/13） 

 

福祉ネットワークセミナー 社会福祉施設と地域、社会福祉協議会の連携

をめざし、施設の社会貢献、地域貢献への意識

向上を図るため「福祉ネットワークセミナー」

を開催する 

・年１回 

 

 

・年1回（12/9／ オンライン） 

→直前に講師急逝のため延期 

 

 

 



 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

なごや・よりどころサポート事業 市内の社会福祉法人が協働して社会貢献活

動にとりくみ、地域住民の抱える困難な福祉課

題の解決にむけた事業を実施する。 

＜支援事業＞ 

（１） 居場所・サロンづくり事業 

（２） 若者よりそいサポート事業 

（３） 就労支援事業 

（４） 地域のよりどころ相談窓口試行事業 

 

＜広報活動＞ 

 （１）よりどころサポート通信発行 

（２）ホームページの運営 

（３）セブンイレブンの社会貢献活動への 

協力 

 

・社会貢献推進委員会（年２回） 

・参加法人（78法人 全法人の3割） 

・拠出金･寄付金目標金額（1,000万円） 

・就学支援（20名） 

・緊急時支援（10名） 

・中間的就労支援（3名） 

・一般就労支援（3名） 

・就労体験支援（35名） 

・相談窓口実施事業所（２７か所） 

・よりどころサポート通信発行（年３回） 

・社会貢献推進委員会 年2回 

（7/9、2/27） 

・参加法人 70法人 

・拠出金・寄付金額 640万円 

・就学支援 31名 

・緊急時支援 6名（6件） 

・中間的就労支援 0名 

・一般就労支援 5名（5件） 

・就労体験支援 1名 

・相談窓口実施事業所27カ所 

・よりどころ通信発行 年3回 

（6月、10月、3月） 

・ホームページの更新 

・地域のよりどころ相談窓口試行事業

交流研修会（9/20） 

・地域のよりどころ相談窓口事業事務

説明会（3/14）※オンライン 

 

 



 

３ ボランティア・市民活動の振興 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

ボランティアセンター運営事業 福祉分野を中心とするボランティア市民活動

振興のため、下記の事業を行う。 

(1)ボランティア相談への対応、ニーズ調整 

(2)連絡調整 

(3)ボランティア活動に関する調査、研究及び

提言 

(4)活動室、資器材の提供・貸出 

(5)ボランティア活動保険等の受付・加入促進 

(6)ボランティア顕彰、民間助成金等の周知・

推薦 

・区社協のボランティアコーディネート

の現状を把握し、ボランティアコーディ

ネートに対する市民の満足度をより高

め、ボランティア活動を振興する。 

 

・ボランティアコーディネーター連絡

会や研修会において、区社協の現状

を把握し、支援を実施 

 

市・区社協ボランティアセンターの機

能強化 

 

 市・区社協ボランティアセンターの機能強化

を図るため、研修・情報提供を行う。 

(1) 区社協ボランティアコーディネーター連

絡会･研修会の実施 

(2) ボランティアセンターの取組等の ICT等

を活用した情報交換 

・(1)ボランティアコーディネーター連

絡会･研修会（年２回） 

・ボランティアコーディネーター連絡

会、研修会（5/14、2/25実施） 

・desknet’s 回覧レポートやインフ

ォメーションを通じて、情報提供を

実施 

 

ボランティア活動に関する学習・協議

の場づくり【基金】 

ボランティア活動者同士の学習・協議の場で

ある「なごやボランティア楽集会」を開催委員

会（名古屋市域においてボランティア活動に取

り組んできた実践者有志による開催委員会）に

おいて企画検討し、開催する。 

・年２回 

・参加者各３0名 

・「なごやボランティア楽集会」 

 『誰も置きざりにしない社会をめざ

して～子どもを見守る現場から～』

（6/8 参加者 32 名、7/21 参

加者21名） 

市民活動推進センターやNPO等との

連携・協働 

市民活動推進センターや NPO、企業等と連

携・協働しながら、下記の事業を共催で行う。 

(１)ボランティア活動促進イベントの開催 

(２)市と連携したボランティア関係情報の共

有と市民への情報提供 

(3)NPO おたがいさま会議の支援等による市

民活動の支援 

・(1)ボランティア活動促進イベント（年

1回） 

・参加者数300名 

・(2)市民への情報提供（随時） 

・(3)NPOおたがいさま会議への参加・

支援 

・ぼらマッチ！なごや2024（12/7） 
の開催  
ぼらトーーーク！や団体・施設ブー

ス企画、体験コーナー企画を実施 参
加者290名 
 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

ボランティア情報の収集・発信（提供）情報発信、意識啓発の充実  

 ボランティア登録管理システムの

運用 

 

 

ボランティア活動に関する効果的な情報発信

のため及び登録ボランティアの活動状況把握の

ための調査を実施するとともに、引き続き「な

ごやボラねっと」を活用して市・区社協等のボ

ランティア情報発信を充実させる。 

・登録ボランティア活動状況調査の回収

率６５％以上 

・「なごやボラねっと」の効果的な運用 

・メールによる情報発信機能の活用 

・登録ボランティア活動状況調査の回

答入力率（調査期日終了後の3月31

日時点の調査票回収及びメールや口頭

等による調査回答を含めた回答率） 

７８．４％ 

・｢なごやボラねっと｣による情報配信

数 投稿 134 件、メール配信 94 通

（メール受取者402人） 

ボランティア情報紙（ほっとはあ

とコーナー）の発行等【基金】 

広報紙「ふれあい名古屋」内のほっとはあと

コーナーをボランティアグループ「ほっとはあ

とクラブ」とともに編集・発行し、登録ボラン

ティア及び市内小中学校に配布する。 

また、各区社協が広報誌等の発行にあわせ、

福祉施設・団体における随時のボランティア募

集情報を収集し、区別の「なごや福祉ボランテ

ィア募集情報」を発行し、積極的な情報発信が

できるような支援を行う。 

・ほっとはあとコーナーの発行（年４回） 

・ほっとはあとクラブメンバー２名増 

・区別「なごや福祉ボランティア募集

情報」の発行（年3回） 

 

・ほっとはあとコーナーの発行 

 年５回 

（4月、6月、9月、12月、３月） 

・なごや福祉ボランティア募集情報の 

発行 年3回（６月、10月、２月） 

 

家庭体験事業  児童養護施設、乳児院等に暮らしている児童

を春・夏・冬にボランティアの家庭に迎えても

らい、生活を共にすることで、家庭における生

活体験の機会を提供する。 

・１８施設宛てに案内送付（年3回） ・各施設へ周知 

年3回（4月、7月、11月） 

・春期（児童数 26 人、ボランティア

数23人） 

・夏期（児童数 25 人、ボランティア

数22人） 

・冬期（児童数 30 人、ボランティア

数28人） 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

市域ボランティアネットワーク組織に

対する活動支援 

市域で組織する各ボランティア団体ネットワ

ーク組織の活動の振興のため、各団体が実施す

る事業に対して助成を行うほか、運営支援を行

う。 

[現在組織されているネットワーク組織] 

(1)名古屋市おもちゃ図書館連絡会 

(2)名古屋点訳ネットワーク 

(3)ガイドネットワークなごや 

(4)名古屋市ボランティア連絡協議会 

(5)名古屋市傾聴ボランティアの会 

・各ネットワーク組織に対する経費助成

及び事務局として会議への参加、助言等

を行う。 

・全5ネットワーク組織に対する経費 

助成及び事務局として会議への 

参加、助言等を実施 

「おもちゃ図書館ともだち」の運営 

【基金】 

乳幼児や障がいのある子ども等がおもちゃ遊

びを通じてふれあいを深めることをめざす市内

の「おもちゃ図書館」の中央館として「おもち

ゃ図書館ともだち」を運営する。 

・コロナ禍でも安全に利用してもらえる

よう衛生面など注意しながら運営する。 

・各開館日のボランティア2名増 

・利用者数：929人（新規38名） 

若者の社会貢献・ボランティア活動の

促進 

若者の地域福祉課題等への関心を高め、社会

貢献・ボランティア活動を促進し、地域での新

たな担い手づくりにつなげていくとともに、地

域課題や社会貢献・ボランティア活動への意識

を醸成していく。 

・なごやか地域福祉・大学ラウンドテー

ブルの開催（年4回） 

・若者の興味・関心のあることを通じて、

「学び・気づき・出会い」の場を創出す

る。（年2回） 

・なごやか地域福祉・大学ラウンドテ 

ーブル会議の開催 年5回 

・大学ボッチャ交流会の開催 

（6/23） 参加者74名 

 

市民活動への参加支援へ向けた

取り組みの実施 

市民活動に対する市民の意識調査を実施し、

どのような条件が整えば参加できるのかをつま

びらかにするとともに、調査結果をもとにター

ゲット層やボランティア登録者等の状況に合わ

せた情報提供や活動の提案、支援の方法を工夫

し、情報発信の充実や参加率の向上につなげる。 

・世代等に合わせた情報発信を幅広く行

うため、昨年度に整理した周知先を活用

して周知する。 

・参加のハードルが低い単発ボランティ

アを企画する。 

・ターゲット層を対象にした市民講演会

を実施する。 

・市民活動への参加支援の位置付けで

「ぼらマッチ！なごや」を開催 

（12/7） 参加者 290名 

  



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

福祉学習の推進  

 福祉教育・福祉学習推進事業 地域での福祉学習の必要性や共生意識の醸成

に対する理解促進のため、自身の体験・経験を

参加者に伝え、参加者が地域の課題などに気づ

き、自ら解決に取り組むように働きかける福祉

学習サポーターを養成するとともに、区社協の

福祉教育担当者や福祉教育協力者等が情報交換

する場を設ける。 

また、多様な地域住民に対する福祉意識、共

生意識を高めるため、市民向け福祉学習の機会

を創出する。（各区において「なごや出張福祉学

習」を実施する。） 

その他、福祉教育に関する学びを深めること

を目的に、日本福祉教育・ボランティア学習学

会と共催で、福祉教育実践者との交流や学習会

などを開催する。 

・福祉学習サポーター養成研修の開催 

（年1回・養成人数32名）） 

※H27～R５の養成人数２２３名 

・福祉学習サポーターフォローアップ研

修の開催（年１回） 

・福祉教育・ボランティア学習のつどい

inあいち・なごやの開催（年１回） 

・学校や地域で育む福祉のセミナーを 

開催（8/26）。参加者60名 

セミナー内にて、福祉学習サポーター

養成研修を開催 養成人数21名 

 ※27年度からの養成合計244名 

・福祉学習サポーターフォローアップ 

研修の開催 年1回（2/26） 

 参加者40名 

・福祉教育・ボランティア学習のつど

い inあいち・なごやの開催（2/2） 

参加者77名 

・「なごや出張福祉学習」の実施 

 １17件 

 

 

福祉読本「ともに生きる」の発行 学校や家庭における福祉の啓発教材を作成

し、小学校等へ配布する福祉読本「ともに生き

る」を県社協・教育委員会と共同で作成し、小

学校５年生対象に作成・配布する。 

・22,000部配布 

 

・22,000部配布 

福祉学習資器材貸出事業 福祉体験学習を実施する学校や企業に対し

て、車いす・点字器・アイマスク等の福祉教育

資材を貸し出しする。 

・各資器材の使用状況確認及び計画的な

更新 

・各資器材の使用状況及び計画的な 

更新を実施 

 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

災害ボランティア活動の推進、被災者の支援  

 災害に備えたボランティア、市と

の協働 

大規模災害発生時に設置される災害ボランテ

ィアセンター三者合同研修及び担当者研修会の

実施のほか、「なごや災害ボランティア連絡会」

に幹事として参画、名古屋市災害ボランティア

コーディネーター養成講座等への協力その他各

種訓練、研修会への参加などを実施する。 

また、名古屋青年会議所など様々な関係団体

との平常時からの連携を強化する。 

・災害ボランティアセンター三者合同研 

修（年１回） 

・災害ボランティアセンター担当者研修

会（年１回） 

・災害ボランティアセンター新任者研修

会（年１回） 

・災害ボランティアセンター三者合同

研修の実施（7/20、226名参加） 

・災害ボランティア担当者研修会（能 

登町災害ボランティアセンター運営支 

援振り返り会の実施（11/22 参加者

54名） 

・災害ボランティアセンター新任者研

修会の開催（5/17 参加者6名 

「東日本大震災被災者支援ボラン

ティアセンターなごや」の運営【 

委託】 

「東日本大震災被災者支援ボランティアセン

ターなごや」の運営については、震災後 10 年

以上が経過した状況を踏まえつつ、被災地域に

おけるボランティア活動希望者の相談・情報提

供、市内に避難された被災者の生活支援に関す

るニーズ把握とボランティア活動の支援を行

う。 

・登録者の現状把握を継続的に行い、よ

りきめ細かい支援を展開する。 

・お茶っこサロンなごや（年２回） 

・語り部派遣事業の実施 

・支援対象に令和6年能登半島地震に

よる避難者を令和６年度より追加 

・お茶っこサロンなごやの開催 

（年1回、参加8世帯10名） 

・じんのび能登カフェの開催（年３回。

参加延べ19世帯、36名） 

・お茶っこサロンなごや＆じんのび能 

登カフェ等合同開催「芋煮交流会」 

（愛知県被災者支援センター・めぐり 

あいの会と共催、12/1開催、 

参加 東日本15世帯21名、 

能登9世帯16名  

・語り部派遣事業の実施 

（年5回 受講者358人） 



 

 

４ 介護保険事業等の取り組み（第６次在宅福祉事業プランより抜粋） 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

数値目標の明確化 職員一人当たりの担当時間数・利用者数を定

め、目標収入の達成を図る。 

・なごやかヘルプ事業 

（目標時間数（月平均））  

サ責１人あたり：309.3時間 

・居宅介護支援事業 

（目標利用者数（月平均）） 

CM１人あたり：38.1人 

※2月末現在の情報にて設定 

（介護報酬改定等の情報により変更あり） 

・なごやかヘルプ事業（月平均） 

サ責１人あたり：279.8時間 

 

・居宅介護支援事業（月平均） 

CM１人あたり：42.3人 

事業所及び在宅福祉部のあり方検

討・実施 

区事業所や在宅福祉部の役割も含めたあり

方を見直すことで、安定した経営を図る。 

・組織体制の在り方の検討を実施 ・東・中・熱田区における訪問介護事

業を中区に統合するための準備の実施 

（令和7年4月より統合） 

ニーズに応じた質の高い多様なサー

ビス提供 

認知症や一人暮らしのお客様が増加してい

くなか、多様なニーズに対応するため、多職種

との連携を強化してお客様を“面”で支える支

援体制づくりを行うとともに、制度では対応で

きないニーズや社会の変化により対応が必要

なニーズに対して柔軟に対応できる取り組み

の検討を進める。 

・生活応援サービスの拡充及び対応が必

要な取り組みの検討 

・職員のワークサポートケアマネジャー

の資格取得 

・各区で必要な取り組みの実施 

・生活応援サービスについて、活用事

例集を作成するとともに拡充等につい

て検討 

・ワークサポートケアマネジャー取得

に向けて関係団体と情報共有 

生産性向上のための業務の効率化 介護人材確保が困難となるなか、限られた職

員体制で効果的・効率的に業務がおこなえるよ

う業務標準化や ICTの活用等に努める。 

・各事業における業務の標準化、効率化

の検討・実施 

・AI 要約ソフト「noman」の導入に

よる、会議録等の作成時間の短縮 

・インターネット FAX「Sapon」の

導入による、FAX送信の自動化の実施 

職員の安定的な確保・定着・育成 年々減少の一途をたどっている職員、特に、

国からも喫緊の課題といわれている訪問介護

員である「なごやかスタッフ」の「確保」、職

員が「定着」できる環境づくり、研修の充実等

による「育成」に努める。 

・なごやかスタッフの登録方法・育成方

法の見直し 

・専門職員の人材育成に関する個別面談

の実施 

・有資格登録者向け研修を動画視聴に

切り替えることで登録までの時間を短

縮 

・チーフによる育成面談を年2回実施

し、個別の育成計画を組織で作成 



 

 

５ いきいき支援センター運営事業等の実施【委託】 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

いきいき支援センター運営事業  

 いきいき支援センター運営事業 市内１７か所のいきいき支援センター及び

13か所の分室について引き続き受託・運営す

る。高齢者の総合的な相談窓口機能の発揮、認

知症地域支援体制づくり、地域ケア会議の開催

等の事業実施に向けてセンターごとに作成し

た事業計画・目標シートに基づく計画的な事業

展開の支援を行う。 

また、各センターにおける相談実績の集計、

分析を効率的に行い、地域の実情にあわせた取

り組みを検討、実施することで、名古屋市の地

域包括ケアシステム構築・推進の中心的役割を

担う。 

【会議】 

・センター長会（年3回） 

・センター主事連絡会（年１回） 

・分室管理者連絡会（年１回） 

・相談実績担当者向け説明会（年３回） 

【研修（職種別・階層別）】 

・センター長研修（通年） 

・職種別研修（各年1回） 

・新規採用職員研修（随時） 

・新規採用専門職員フォローアップ研 

修（年２回） 

・専門職員フォローアップ研修（年２

回） 

・センター職員研修（年１回） 

【会議】 

・センター長会の開催（年３回） 

6/27、12/25、3/21 

・オンラインミニセンター長会の開催

（年10回）5/14、6/11、7/16、

9/5、10/15、11/12、12/17、

1/14、2/18、3/18 

・センター主事連絡会の開催 

（年１回） 8/29 

・分室管理者連絡会の開催 

（年1回）10/29 

【研修】 

・センター長研修の実施（年３回） 

7/1、10/1、1/31 

・テーマ別研修の実施12/11、2/12 

・オンボーディング研修の実施 

7月～12月各センターにて 

・新規採用者研修の実施 

事業概要編・事務編（年10回） 

4/10・7 、5/7・8 、6/6・7、

7/5・8、 8/7・8、 9/4・5、 

10/8.・9、12/5・6、1/7・9  

3/10・11 

・その他 

  6/20、10/18 

・フォローアップ研修（年2回） 

11/15、2/21 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

認知症地域支援体制づくり推進事

業 
認知症地域支援推進員・認知症初期集中支援

チームをセンターに配置し、認知症の早期診

断・早期対応に向けた支援体制の構築、医療と

介護の連携強化及び地域における支援体制の

構築を図る。 

今年度から認知症施策のさらなる推進のた

め、各センターの体制強化を図る。 

・認知症初期集中支援チームの支援対象 

者数 1センター平均20名 

・1センター平均15.8名 

介護予防支援事業及び第1号介護

予防支援事業 
要支援者・事業対象者に対して指定介護予防

支援事業及び第1号介護予防支援事業を行う。 

・各センター利用者満足度調査 利用結

果満足度90％以上 

・各センター利用者満足度調査利用 

結果満足度 96％  

（大いに満足・満足の割合） 

いきいき支援センター事務局 他法人を含む市内全２９センターの事務局

に関する事業を受託し、円滑な事業実施及びサ

ービス向上のため、連絡会の開催、職員及びい

きいき相談室向け研修の企画・実施、その他の

調整事務を行う。 

・連絡会（月１回） 

・いきいき支援センター職員向け研修  

（年３回） 

・いきいき相談室向け研修（年2回） 

・連絡会の開催（年11回） 

 ※8月休会 

・職員向け研修の実施（年３回） 

7/22、8/22、2/28 

・いきいき相談室向け研修の実施 

（年2回）8/19、2/13 

高齢者の見守り支援事業  

 各いきいき支援センターにおけ

る事業推進 

社協が受託するいきいき支援センター１７

センターに配置する見守り支援員（及びスタッ

フ）の連絡会の開催、学び合い実習等を実施す

る。 

・見守り支援員等連絡会（年２回） 

・学び合い実習（７～11月） 

・見守り支援員連絡会の開催 

（年2回）、5/30、1/30 

・活動報告集（令和6年度）の作成 

・学び合い実習の実施(７～11月) 

見守り支援員研修・電話ボランテ

ィア研修の実施 

 

各いきいき支援センターに配置する見守り

支援員及び電話ボランティアの養成、円滑な事

業実施、質の向上のための研修を実施する。 

・支援員研修（年４回） 

・電話ボランティア養成研修（年１回） 

・電話ボラ・フォローアップ研修 

（年2回） 

・支援員研修の実施（年４回） 

5/29、9/6、12/4、2/27 

・電話ボランティア養成研修の実施 

（年1回）10/22 

・電話ボラ・フォローアップ研修の  

実施（年２回） 11/11、3/12 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

名古屋市認知症相談支援センター運営事業  

 名古屋市認知症相談支援センタ

ー運営事業 

市域におけるネットワーク体制の構築とし

て、いきいき支援センターに配置される認知

症地域支援推進員、認知症初期集中支援チー

ム員に対する支援、認知症カフェの開設・運

営支援、キャラバン・メイトの養成やチーム

オレンジの活動支援、若年性認知症者に関す

る支援を行う。認知症サポーターの活動支援

の企画・立案、ピアサポート活動の支援等、

広報誌やSNS等を活用した啓発を行い、市域

におけるネットワーク構築の中核機関として

の役割を担う。 

認知症コールセンター、なごや認知症の人

おでかけあんしん保険事業事務局を運営す

る。 

・市域のネットワークの構築 

キャラバン・メイト養成研修1回 

認知症セミナー1回 

認知症疾患医療センターとの会議6回 

・認知症地域支援推進員の活動支援 

研修会４回、初期集中支援チーム員と

の合同研修会１回 

・初期集中支援チーム員の活動支援 

研修会3回、認知症地域支援推進員と

の合同研修会1回 

・広報啓発 

「認知症のしおり」発行 

「認知症情報誌WITH」年２回  

「認知症NEWS」年1回 

YouTube、X（Twitter）、Facebook、 

あゆみの会公式LINE運営等 

・若年認知症相談支援事業 

本人・家族交流会12回  

相談担当職員研修１回、講演会１回 

自立支援ネットワーク会議1回 

・当事者ピアサポート活動の支援 

・認知症ｶﾌｪの開設・運営助成の事務局 

 認知症カフェセミナー1回 

・認知症コールセンターの運営 

・なごや認知症の人おでかけあんしん保

険事業の実施事務局 

・市域のネットワークの構築 

キャラバン・メイト養成研修1回 

認知症セミナー1回 

認知症疾患医療センターとの会議6回 

・認知症地域支援推進員の活動支援 

研修会４回、初期集中支援チーム員

との合同研修会１回 

・初期集中支援チーム員の活動支援 

研修会3回、認知症地域支援推進員

との合同研修会1回 

・広報啓発 

「認知症のしおり」発行 

「認知症情報誌WITH」年２回  

「認知症NEWS」年1回 

メールマガジン、YouTube、X、 

あゆみの会公式LINE運営等 

・若年認知症相談支援事業 

本人家族交流会12回  

相談担当職員研修１回、講演会１回 

自立支援ネットワーク会議1回 

・当事者ピアサポート活動の支援 

・認知症ｶﾌｪの開設・運営助成の事務局 

・認知症カフェセミナー1回 

・認知症コールセンターの運営 

・なごや認知症の人おでかけあんしん

保険事業の受付事務局 

 

 

 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター名駅・金山の運営（生活困窮者自立支援事業）  

 自立相談支援事業 常設の相談窓口を開設し、生活困窮者に対し

て広く相談を行うとともに、生活困窮者が抱え

ている課題を多面的に把握し、その者が置かれ

ている状況や本人の意思を十分に確認した上

で、対象者ごとに適切な支援計画を策定する。 

 なお、自ら相談に訪れることが困難な生活困

窮者にも対応するため、関係機関、地域住民等

との連携の推進、訪問支援等のアウトリーチを

行う。 

・新規相談件数月2７0件 

・うち新規来所面接相談件数月１3５件 

・新規訪問面談件数月2７件 

・プラン策定者数 新規面接相談者の３  

割 

 

・新規相談件数 月2３８件 

・うち新規来所面接相談件数 

月１０５件  

・新規訪問面談件数 月1８件 

・プラン策定者数 年５３２件 

 

就労準備支援事業 直ちに一般就労に就くことが困難な生活困

窮者に対して、プランに基づき、本人の状況に

応じて段階的かつ一貫した以下の支援を行う。 

 ①生活自立支援訓練：定時に起床・出勤する

習慣付けや挨拶・言葉遣いなどの訓練 

 ②社会自立支援訓練：ボランティア活動参加

などによる社会参加能力を高める訓練 

 ③就労自立支援訓練：就労体験、面接の方法

や履歴書の書き方などの訓練 

・就労者数 １５５人 ・就労者数 １９１人 

 

※自立相談支援事業による就労支援事

業及び生活保護受給者等就労自立促進

事業による就労者数 

認定就労訓練事業の推進  直ちに一般就労に就くことが困難な生活困

窮者が、企業や社会福祉法人等において支援付

きの就労を行う認定就労訓練事業について、受

入事業所の開拓、利用者の斡旋調整等の業務を

行う。 

・就労訓練事業所新規認定数 20件 

・就労訓練利用者数 ５０人 

・就労訓練事業所新規認定数 １４件 

・就労訓練利用者数 ４２人 

 

 家計改善支援事業  家計収支のバランスが崩れている生活困窮

者に対して、プランに基づき、家計収支の改善

や家計管理能力を高めるための支援を行う。 

 また、弁護士や司法書士による債務相談を実

施する。 

・延べ利用者数 130人 ・延べ利用者数 ８2人 

 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

居住支援活動  

 居住支援法人活動の実施 住宅確保要配慮者等に対して、民間住宅等に

関する情報や福祉制度・生活支援サービス等に

関する情報を総合的に提供するとともに、入居

中の生活相談や、福祉制度・生活支援サービス

等の利用に関する相談等に応じる。 

・相談件数 月５件 ・相談件数 月６件 

  

居住支援コーディネート事業の運

営 

入居トラブル等を抱えたセーフティネット

住宅等の大家等への支援や住宅確保要配慮者

への入居等の支援を通じて、関係者による居住

支援活動のネットワークづくりを進める。  

・相談件数 月３８件 ・新規相談件数  月６３件 

・緊急連絡先確保事業  ６件 

・居住支援セミナーの開催（12/11） 



 

 

 

６ 福祉サービスの質の向上・利用者等の権利擁護の推進 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

障害者・高齢者権利擁護センター運営事業  

 相談事業 障害者及び認知症高齢者の権利侵害や財産

管理に関する相談を実施する。 

（１）職員による生活相談：随時 

（２）弁護士による法律相談：週 2 回（水・

金） 

・生活相談件数 26,000件（月2,150

件程度） 

・法律相談件数 48件（週１件程度） 

・生活相談件数 26,994件 

（月平均 2,250件） 

・法律相談件数 22件 

金銭管理・財産保全サービス 知的障害者、精神障害者及び認知症高齢者な

ど判断能力が不十分な方で、日常の金銭管理に

不安をお持ちの方に対して契約に基づき金銭

の管理や大切な財産を安全にお預りするサー

ビスを実施する。 

・新規契約者 334件 

・継続契約者 1,560件（年度末） 

・新規契約者 264件 

・継続契約者 1,451件（年度末） 

生活援助員養成・育成 金銭管理サービスの担い手である生活援助

員を養成する研修を開催するとともに、現在雇

用している生活援助員の資質向上を図る。 

・生活援助員養成研修（年1回） 

 受講者数４５名、新規雇用者数40名 

・生活援助員現任研修（年２回） 

・生活援助員養成研修の実施（年1回） 

受講者37名、新規雇用者24名 

・生活援助員現任研修の実施（年２回） 

参加者62名 

成年後見あんしんセンター運営事業【委託】  

 成年後見制度に関する専門相談及

び相談支援機関のバックアップ支

援 

高齢者や障害者、またその家族や支援者等に

対して成年後見制度に関する相談を実施し、制

度の活用を促進するとともに、相談支援機関等

のバックアップ支援を行う。 

(1)弁護士又は司法書士による専門相談 

(2)職員による一般相談 

(3)区チーム会議を通じた相談支援機関等のバ

ックアップ支援 

・専門相談件数 48件（週1件程度） 

・一般相談件数 1,440件（月120件

程度） 

・区チーム会議の出席 48回（月4回） 

・専門相談 27件 

・一般相談 1,976件 

・区チーム会議 延べ98回 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

 

成年後見制度に関する広報・啓発 成年後見あんしんセンター及び成年後見制

度、市民後見人について広く市民に対して広

報・周知するためのパンフレット等を作成し、

相談者や関係機関等へ配布するとともに、ホー

ムページでの積極的な情報提供を行う。 

また、職員の講師派遣を積極的に対応すると

ともに、福祉関係者向けの研修を開催する。 

・パンフレット配布数 3,500部 

・専門相談チラシ配布数 2,400部 

・ホームページの毎月更新 

・職員講師派遣 40件以上 

・福祉関係者向け研修 ３回 

・区権利擁護説明会・相談会 16区 

・パンフレット配布数 3,500部 

・専門相談チラシ配布数 2,400部 

・ホームページにマスコットキャラク

ター「こっけん」のページを新設、

更新3回 

・職員講師派遣 49件 

・福祉関係者向け研修の実施 5回 

・成年後見活用講座の開催（社会福祉

士会と共催） 1回 

市民後見人候補者の養成 市民後見人候補者養成研修（第10期）を実

施し、研修修了者への市民後見人候補者バンク

への登録を進める。 

・養成研修（7月～1月に約50時間） 

・バンク登録 20名程度 

・基礎講習の実施（6 月～8 月）受講

者41名、実務講習の実施（10月～

1月） 受講23名 

・バンク登録 23名 

市民後見人候補者バンクの設置・

運営、受任調整、後見活動への支

援・監督 

市民後見人候補者バンク登録者に対し、受任

に備えてフォローアップ研修や生活援助員及

び法人後見支援員、施設ボランティア等の実習

体験を実施するほか、市民後見人NEWSの発

行を通じた情報提供を行う。市民後見人受任者

に対しては、受任者研修や受任者サロンの開

催、市民後見人の活動の個別支援・監督を行う。 

また、市民後見人サポート委員会を設置し、

市民後見人の受任調整や専門的な助言を行う。 

・フォローアップ研修、受任者研修 ４回 

・バンク登録後の実習体験 

・バンク登録者による広報活動 ５回 

・市民後見人NEWSの発行 ３回 

・受任者サロン ４回 

・市民後見人サポート相談 随時 

・新規受任調整 12件 

・フォローアップ研修の実施 ４回 

・バンク登録者の広報啓発活動 1回 

・市民後見人NEWSの発行 ３回 

・受任者研修の実施 ４回 

・受任者サロン の開催４回 

・市民後見人ミニ勉強会の開催 1回 

・新規受任調整 4件 

市長申立て事務 後見制度の利用の必要な方で、かつ身寄りの

ない方等のために区役所等が行う「市長申立

て」に関する一部事務を行う。 

・市長申立月10件程度の対応 

 

・市長申立事務依頼 115件 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

 

法人後見活動の支援 名古屋市における後見等の業務を適正に行

うことができる法人後見の活動を推進するた

め、法人後見団体の交流会や研修、法人後見の

設立支援を行う。 

・法人後見団体の交流会 １回 

・研修会 ２回 

・法人後見設立支援 随時 

・研修会の開催 3回（初任者研修・

実務者研修・活用講座（団体間の交流

を含む）） 

親族後見人等の活動支援・相談対

応 

中核機関に期待される親族後見人等の支援

のために、親族後見人とセンターが関わりを持

つことを目的に、本人・親族を対象とした制度

及び申立手続きについての説明会、親族後見人

のための相談会を開催する。 

・親族のための申立手続き説明会 ４回 

・親族後見人のための相談会 5回 

・申立手続き説明会の開催 

 4回 63名 

・親族後見人のための相談会の開催 

 6回 

 

権利擁護支援協議会の運営 専門職団体や関係機関による「協議会」にお

いて、構成団体間の連携強化、中核機関の取り

組みに関する協議、地域の「チーム」への支援

等を通じて把握した地域課題の情報共有や支

援策の検討を行う。 

【協議会委員：14名、オブザーバー：名古屋家裁】 

・協議会 1回 

・部会 随時開催 

・協議会の開催 1回 

 

法人後見センターなごやかぽーとの運

営 

認知症高齢者、知的障がい者及び精神障がい

者等の判断能力が不十分な方々が安心して地

域で生活することができるように、本会が法人

の成年後見人等として財産管理や身上保護等

を行う。 

・法人後見受任件数 計４０件 

・職員または法人後見支援員による被後

見人等への訪問（月１回以上） 

・法人後見等受任件数 40件 

・被後見人等への訪問実績 574回 

エンディングサポート事業の実施 単身等で自身の死後に不安を抱える高齢者

と葬儀・納骨、死後の債務の支払い、残存家財

処分等を行う契約を締結することで、安心した

生活を送ることができるよう支援する「なごや

かエンディングサポート事業」及び「名古屋市

あんしんエンディングサポート事業」を実施す

るとともに、関連する取り組み等と連携し総合

的な事業展開を図る。 

・なごやかエンディングサポート事業 

新規契約者数 ６０件 

・名古屋市あんしんエンディングサポー

ト事業 

  新規契約者数 ３０件 

・なごやかエンディングサポート事業 

新規契約者数 44名（累計168名） 

相談のべ件数 1,289件 

死後対応 4名（累計  8名） 

※新規受付期間は4月1日から6月 

15日までの2か月半 

・あんしんエンディングサポート事業 

新規契約者数 12名（累計 26名） 

 相談のべ件数 1,134件 

死後対応 0名（累計0名） 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

高齢者虐待相談センター運営事業【委託】  

 高齢者虐待相談事業 高齢者本人やその家族等から、電話や来所で

の相談を受けるほか、専門家による法律相談及

びこころの相談を実施する。 

・相談延件数 4０0件 ・相談延件数 420件 

高齢者虐待相談研修事業 高齢者虐待の受理機関職員や保健福祉従事

者を対象に、高齢者虐待に対応するうえで必要

となる知識や技術に関する研修及び演習を行

う。 

・受理機関向け研修 年３回 

・保健福祉従事者向け研修 年２～３回

（いきいき支援センターと連携）  

・研修の開催 年３回 

（研修参加者満足度   98％） 

・虐待防止ﾈｯﾄﾜｰｸ研修の実施 年6回 

 

 

高齢者虐待防止啓発事業 高齢者虐待防止に向けて、センター職員が各

機関主催の研修会等へ講師として出向くほか、

啓発チラシ等の配布や講演会等を実施する。 

 

 

 

・他機関主催研修等への講師派遣１５回 

・講演会開催（施設職員向け 1回） 

・社会福祉研修センターとの連携による 

講義（年間5回、障害と合同） 

・啓発資料の配布 

・他機関主催研修等への講師派遣 

18回 

・講演会の開催（介護サービス事業所

職員対象１回、民生委員対象１回） 

・社会福祉研修センターとの連携によ

る講義の開催（年間7回、障害と合同） 

・事業者向け啓発資料の配布 

高齢者虐待防止調査研究事業 高齢者虐待防止に向け、虐待相談センターが

関わった困難事例へのアドバイス内容を検証

し、相談対応に活かす。 

 

・虐待相談センター委員会 年１回 

 

・虐待相談センター委員会の開催 

 年１回 

 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

障害者虐待相談センター運営事業【委託】  

 障害者虐待相談事業 障がい者本人やその家族等から、電話又は来

所での相談を受けるほか、専門家による法律相

談及びこころの相談を行う。 

・相談延件数 400件 ・相談延件数 417件 

障害者虐待相談研修事業 障がい者虐待の受付機関職員や保健福祉従

事者を対象に、障がい者虐待に対応するうえで

必要となる知識や技術に関する研修及び演習

を行う。 

・受付機関向け研修 年３回 

・保健福祉従事者向け研修 年２～３回

（基幹相談支援センターと連携） 

・研修の実施 年３回 

（研修参加者満足度  98％） 

・虐待防止ﾈｯﾄﾜｰｸ研修の実施 年8回 

障害者虐待防止啓発事業 障がい者虐待防止に向けて、センター職員が

各機関主催の研修会等へ講師として出向くほ

か、啓発チラシの配布等を行うことで、虐待防

止の普及啓発を図る。 

・他機関主催研修等への講師派遣15回 

・社会福祉研修センターとの連携による 

講義（年間5回、高齢と合同） 

・啓発資料の配布 

・他機関主催研修等への講師派遣14回 

・講演会の開催（民生委員対象１回） 

・社会福祉研修センターとの連携によ

る講義（年間8回、一部、高齢と合同） 

・事業者向け啓発資料の配布 

障害者虐待防止調査研究事業 障がい者虐待防止に向け、虐待相談センター

が関わった困難事例へのアドバイス内容を検

証し、相談対応に活かす。 

・虐待相談センター委員会 年１回 

 

・虐待相談センター委員会の開催 

 年１回 

障害者差別相談センター運営事業【委託】  

 障害者差別に関する相談、調査及

び調整 

障がい者本人やその家族、事業者等から、差

別に関する相談を受付け、状況に応じて現地調

査・事実確認を行い、差別の解消に向けた調整

を行う。 

・相談受付実件数 年300件 ・相談受付実件数 年364件 

（内、差別相談 43件） 

 

障害者差別相談窓口従事職員向け

研修 

地域の相談窓口として位置付けられている

区役所・支所、保健センター、障害者基幹相談

支援センター等の職員を対象に、障がい者差別

に対応する上で必要となる知識や技術に関す

る研修及び演習を行う。 

・研修開催 年4回 

・研修参加者満足度 90％以上 

・研修の開催 年4回 

・研修参加者満足度 100％ 

障害者差別解消の推進を目的とし

た広報啓発 

障がい当事者や一般市民、民間事業者、福祉

関係者等に向けて実施する講座や講演会、セン

ターニュースやホームページなど様々な機会を

通じて、障害者差別解消法や条例の理解や差別

相談センターの機能や役割などの理解を促す。 

・出前講座の実施 年４0回 

・市民向け講演会の開催 年1回 

・事業所向けセミナーの開催 年１回 

・センターニュースの発行 年2回 

・駅内広告（デジタル広告）等の掲示 

・出前講座の実施 年23回 

・市民向け講演会の開催 １回 

・センターニュースの発行 1回 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

 合理的配慮の提供支援に係る助成

事業（令和６年１０月～） 

事業者が障害のある人に合理的配慮の提供

を行う際に必要な物品の購入またはコミュニ

ケーションツールの作成などに要する費用の

全部または一部を助成する。 

・助成件数 220件 

物品購入費200件 ツール作成費20件 

・事業者への広報用チラシ配布 

・助成件数 19件 

物品購入費 １４事業所 

ツール作成費  ５事業所 

広報用チラシの作成 

名古屋市障害者雇用支援センターの運営  

 障害者就労支援センター事業 

【補助】 

ハローワークへの同行など就職活動の支援、

生活習慣の形成・健康管理・金銭管理など日常

生活の自己管理に関する助言、就職を希望する

障がい者、あるいは在職中の障がい者が抱える

就労及び日常生活上の課題に対する相談・支援

を一体的に行うほか、企業に対してそれぞれの

障がい特性を踏まえた雇用管理についての助

言を行う。 

併せて、地域の障害者就労支援機関等社会資

源との連携・協働の仕組みづくりを図り、障が

い者が自立できる地域づくりを目指す。 

・新規登録者１０５名 

・障害者に対する相談・支援件数  

６，７３０件 

・就職者４0名 

・定着率（就職後１年経過）80％以上 

・初回相談件数150件 

・新規登録者83名 

・障がい者に対する相談・支援件数 

 6,050件 

・就職者59名 

・定着率（就職後１年経過）82％ 

・初回相談件数123件 

 

就労移行支援事業・就労定着支援

事業 

【障害福祉サービス】 

指定就労移行支援事業（定員２０名）として、

就職を希望する障がい者に対する、模擬職場で

の作業訓練や就労準備講座・土曜生活支援講

座、職場見学や実習、面接同行など就職活動の

支援及び就職後の職場訪問・個別面談などによ

る職場定着支援を半年間実施する。 

就職から６か月経過後は、指定就労定着支援

事業として、就職後３年６か月まで職場環境改

善等定着支援を継続していく。 

＜就労移行＞ 
・ミニ見学会を毎週開催、体験利用の 
即時受入れ 
・平均利用人数１5名／1日 
・年間就職者10名以上 
・障害福祉サービス費収入320万円 
／月以上 
＜就労定着＞ 
・月平均利用者32名 
・定着率（年度末時点）９０％以上 
・サービス終了者も気軽に相談できる 

機会づくり 

＜就労移行＞ 

・平均利用人数10.1名／1日 

・就職者（一般就労）13名 

・障害福祉サービス費収入275万円 

／月（平均） 

＜就労定着＞ 

・月平均利用者21.４名 

・定着率（年度末時点）88.5％ 

・平日サロン「あすcafé」の実施 

１２回、土曜日サロンの実施 4回 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

福祉サービス苦情相談事業 主に本会の第２号会員（社会福祉施設・事業

者）の苦情解決の仕組みにおける共同設置型の

第三者委員として施設への苦情・相談を受け付

け、調査及び助言等の実施や苦情調整委員会で

の審議等により、会員施設の福祉サービスの質

の向上を図る。 

・苦情調整委員会 １２回 

・「訪問相談事業」 ５回 

・「サポートくん」 １０回 

・苦情相談事業研修会 ２回 

・センター通信発行 ３回 

 

・相談件数194件（申立25件、 

相談161件、施設相談8件） 

・苦情調整委員会の開催 12回 

・施設訪問相談事業の実施 1回 

（訪問調査0回、話合い立会1回） 

・サポートくん 1回 

・苦情相談事業研修会の実施 2回 

① 8/2６ 参加32名 

内容理解度97％（回答率100％） 

② 1/27 参加40名 

 内容理解度95％（回答率100％） 

・センター通信の発行 3回 

 （7月、11月、2月） 

・事業報告書の発行 8月 

経営者・施設長セミナー 社会福祉施設経営者・施設長を対象に、施設

経営・運営に関わる諸課題をテーマとして、必

要な知識、最新情報を提供することにより、管

理者としての自己研鑽を図る。 

なお、オンラインなど、対象者の参加しやす

い方法を積極的に取り入れる。 

・年3回 

・施設部会委員会と連携 

・名古屋民間保育園連盟、名古屋市社会 

的養育施設協議会、愛知県・名古屋市母 

子施設連盟、名古屋市知的障害者福祉施 

設連絡協議会、名古屋市老人福祉施設協 

議会と共催実施 

・第１回（9/12 集合） 

参加者130名 満足度86% 

・第２回（12/9 オンライン） 

→直前に講師急逝のため延期 

・第3回（2/6 集合） 

参加者128名 満足度100% 

 

施設独自研修支援事業 本会の第２号会員である施設等が自ら行う

研修に対して経費を助成することにより、会員

としての還元を行うとともに、組織力や提供す

る福祉サービスの質向上に貢献する。 

・総額１００万円 ・総額102 万2千円（全22施設） 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

社会福祉研修センターの運営【委託】  

 障がいの理解を目的としたホーム

ヘルパー現任研修 

 障害福祉サービスで従事している者（介護

福祉士、ホームヘルパー等）を対象に、障がい

特性等の理解を深める研修を実施する。 

・定員充足率 80%以上 

・受講者満足度 80%以上 

・１回実施（３日間 対面） 

・修了者数 ２０名 

・定員充足率 ６５．７％ 

・受講者満足度 ９５．８％ 

認知症対応型サービス事業開設者

研修 

認知症対応型サービス事業管理者

研修 

小規模多機能型サービス等計画作

成担当者研修 

地域密着型サービス事業所の指定要件に該

当する各種研修を受託実施することで、認知症

対応型サービスの充実に資する。 

 

・認知症対応型サービス事業開設者研修 

1回 

・認知症対応型サービス事業管理者研修 

2回 

・小規模多機能型サービス等計画作成担 

当者研修 2回 

・受講者満足度 80%以上 

①開設者研修 

・１回実施（対面） 

・修了者数 ２名 

・受講者満足度 １００％ 

②管理者研修 

・２回実施（２日間ずつ 対面） 

・修了者数 ４１名 

・受講者満足度 ８２．７％ 

③計画作成担当者研修  

・２回実施（２日間ずつ 対面） 

・修了者数 ２３名 

・受講者満足度 ９２．２％ 

サービス管理責任者・児童発達支

援管理責任者 

フォローアップ研修 

【愛知県社協と共催・共管】 

名古屋市及び愛知県内の障害者福祉サービ

ス事業所で従事するサービス管理責任者・児童

発達支援管理責任者を対象に、自らの業務を振

り返り、確認・スキルアップを目的とする研修

を実施する。 

本研修の実施主体は名古屋市及び愛知県で、

それぞれ本会及び愛知県社協が受託し、共催・

共管で実施する。 

・愛知県、名古屋市、愛知県社協との連

携による円滑な研修の実施を目指す 

・定員充足率 80%以上 

・１回実施（２日間 うち１日 オンデマ

ンド配信、１日 対面） 

・受講者数 ８３名（うち市内２０名） 

・定員充足率 ４０％ 

・受講者満足度 ９８．７％ 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

 介護職員等キャリアアップ研修 介護保険事業所等で従事する職員を対象に、

職務に必要な知識・技能を身につけ、仕事に対

する不安の解消や能力向上に資する研修を実

施する。（名古屋市介護保険事業者連絡研究会

とのコンソーシアムにより実施） 

・定員充足率 80％以上 

・理解度・役立ち度 80%以上 

・次期プロポーザルに向けての準備をし、

継続受託を目指す 

・３７回実施（うち２１回オンライン） 

・延べ申込者数 １，５５６名 

・延べ受講者数 １，２６４名 

・定員充足率 ６３．５％ 

・理解度・役立ち度 ９３％ 

高齢・障害福祉職員研修 名古屋市内の高齢福祉事業所、障害福祉事業

所、障害児通所支援事業所等に所属する職員に

対し、幅広い知識及び専門的技術等の習得が可

能な研修を実施することにより、職員の資質や

サービスの向上を図る。 

・定員充足率 80％以上 

・理解度・役立ち度 8５%以上 

 

・７４回実施（うち１３回オンライン） 

・延べ申込者数 ６，０８６名 

・延べ受講者数 ３，８５２名 

・定員充足率 ７２．７％ 

・理解度・役立ち度 ８９．９％ 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

社会福祉研修センターの運営【独自事業】  

 介護職員初任者研修 

（旧：ホームヘルパー2級養成研

修） 

愛知県知事の指定を受け、介護職員として基

礎的な知識・技能を習得するための研修を実施

し、介護人材の養成・確保に資する。併せて、

なごやかスタッフへの登録を促し、本会の人材

確保を行う。上半期を求職者支援制度の職業訓

練として、下半期を通信制での実施とする。 

・２回実施 

・定員充足率 90%以上 

・受講者修了率 100% 

①求職者支援訓練（３４日間） 
・修了者数 ２０名 
・定員充足率 １００％ 
・受講者修了率 １００％ 
②通信制（１６日間の通学と４回の添
削課題提出） 
・修了者数 １３名 
・定員充足率 ５４．２％ 
・受講修了率 ９２．９％ 
 

認知症介護基礎研修 

認知症介護実践者研修 

認知症介護実践リーダー研修 

高齢者介護実務者及びその指導的立場にあ

る者に対し認知症高齢者の介護に関する実践

的研修を実施することにより、認知症介護技術

の向上を図り、認知症介護の専門職員を養成

し、サービスの充実を図る。 

・認知症介護基礎研修（eラーニング） 

実施期間 ４月～３月 

受講者数 ５００名以上 

・認知症介護実践者研修（２回）、認知症

介護実践リーダー研修（１回） 

各研修定員充足率 80％以上 

受講者修了率 100% 

・①基礎研修（eラーニング） 

修了者数 １，２４２名 

・②実践者研修（2回実施 各5日間の

オンライン研修と 3 日間の集合研

修） 

延べ修了者数 ９６名 

定員充足率 １００％ 

受講者修了率 ９６％ 

・③実践リーダー研修（1回実施 5日

間のオンライン研修と２日間の集合

研修） 

修了者数 ３５名 

定員充足率 ９５％ 

受講者修了率 ９２．１％ 

 
 



 

 

７ 本会の強みや特色を生かした指定管理施設等の経営 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

とだがわこどもランドの管理  

 

 

自由に遊べる場の提供 屋内・屋外を問わず、誰もが安心して安全に、

自由に遊べるよう場を提供する。 

 

・来館者数 4５0,000名 ・来館者数 435,390名 

児童の健全育成、子育て支援に関

する企画の実施 

・企画事業、イベント 

・クラブ活動 

・子育て支援活動 

・中高生の居場所づくり 他 

乳幼児及びその保護者、小学生から高校生世

代まで多様な年齢、対象に応じた各種企画事

業・イベントを、創造の部屋など各部屋の特性

を活かし実施する。 

また、『こどもの相談（個別相談）』『子育て支

援講座』等の子育て支援活動や『クラブ活動』、

屋外企画『ﾌﾟﾚｰﾊﾟｰｸ』、こどもランドの同学区

内にある『共生型サロン』への協力などを行う。 

・館内事業利用者数 

60,000名 

 

・有料乗物遊具利用者数 

130,000名 

 

・イベント、子育て支援事業 

1,980回 71,788名 

・クラブ活動 

142回 2,467名 

・プレーパーク 

59回 10,978名 

・有料乗物遊具利用者数 

 133,449名 

情報発信 

・広報紙の発行、 

・ホームページの運営 

・SNSの活用 

・デジタルサイネージの活用 

広報紙「トコラ」やホームページを通じて、施

設及びイベント内容を広く周知し、来館を促す。 

また、SNS（Twitter、Facebook、YouTube、

Instagram）を積極的に活用する。 

・広報紙「トコラ」毎月発行  

年間62700部 

・雑誌・イベント情報サイトへの掲載回数 

合計250件 

・広報紙「トコラ」毎月発行  

年間62,100部 

・雑誌・イベント入力による掲載回数 

合計297件 

児童館職員研修 各区児童館職員等を対象に、児童健全育成推

進財団の定める児童厚生二級指導員の科目認

定講習会を県児童総合センター及び県児童館

連絡協議会と連携し開催する。 

・6回    ３0０名 ・6回     282名 

児童館交流事業 市内１６児童館の子どもたちを対象とした

児童館交流大会（カプラ交流会・子どものまち

ミーティング・ボッチャ交流会）を開催し、児

童館・子ども同士及び児童館同士の交流を図

る。 

・カプラ大会  100名 

・子どものまちミーティング 60名 

・ボッチャ大会 60名 

・児童館交流カプラ大会 １９名 

・こどものまちミーティング事業 

 36名 

・ボッチャ大会 24名 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

鯱城学園の管理  

 

 

教養講座、専門講座、地域活動学

習講座の開講 

高齢者の生きがいづくりと地域活動の核と

なる人材の養成を目的とする鯱城学園を運営

する。学園の魅力の向上に努めるとともに、積

極的な学生募集を行う。 

２学年 定員568名     8専攻 12クラス 

1学年 定員568名     8専攻 12クラス 

修業年限 ２年 

・教養講座 各学年27回程度 

・専門講座 各学年2７回程度 

・地域活動学習講座 各学年７回程度 

 

・教養講座の開催  

1年生27回、2年生27回 

・専門講座の開催 

 1年生27回、2年生27回 

・地域活動学習講座の開催 

 1年生５回、2年生8回 

・地域活動発表会の実施（2年生） 

学園行事の実施 入学式、オリエンテーション、卒業式の他、

学生同士の交流を深めるもの及び地域活動を

推進するための力量を備えるための行事を実

施する。 

・入学式、オリエンテーション、体育祭、

修学旅行、文化祭、卒業式、地域ミーテ

ィング（年３回） 

各行事の実施 

・入学式 4月 

・オリエンテーション 5月 

・体育祭 10月 

・修学旅行 11月 

・文化祭 11月（3日間） 

・卒業証書授与式 3月 

・地域ミーティング 3回 

学生の自主活動等の支援及び卒業

生の地域活動等の支援 

学生会活動、クラブ活動（３２クラブ）、ク

ラス活動への支援 

学園内ボランティアセンターの運営 

卒業生が行う学園関係の諸活動や地域の諸

活動に対する支援 

・クラブ 年間活動日数約27日 

・クラス発表 年２回 
・学生会活動 毎週月曜 

・クラブ活動 32クラブ 

各クラブ28日 

・学園内ボランティアセンター 

学生により運営 

・学生によるボランティア活動  

3回872名 

・クラス発表 各学年2回 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

一般市民向け講座の開催・事業の

実施 

高齢者その他市民を対象とした講座や行事の開催

及び高齢者福祉の推進に資する事業の実施 

鯱城ホールの貸出事業の実施 

・公開講座 年３回 

・各種陶芸教室 年２～３回 

・公開講座の開催 

3回（7月、1月、3月）1,320名 

・陶芸教室 12回 360名 

学園の円滑な運営を図るため学識

経験者、関係機関等を交えた委員

会の開催 

運営委員会の開催 

 

・運営委員会 年２回程度 ・運営委員会の開催 7月、11月 

・カリキュラム編成委員会は未実施 

総合社会福祉会館の管理・運営  

 

 

会議室等の貸し出し（指定管理） 

 

社会福祉振興を目的とする活動を行う団体

等に対して総合社会福祉会館７階各会議室の

貸出し業務を実施する。 

また、利用促進及び利用者の満足度を高める

ため、設備機器等の計画的な更新や補修を行

い、清潔で快適な利用環境を提供し、安全・安

心で利便性の高い会館づくりに努める。 

・利用率７５％以上 

・満足度調査：概ね満足している以上 

８５％以上 

 

・利用率７７ .９％  

・満足度調査の実施 

概ね満足している以上の率 

８６ .９％ 

 

総合社会福祉会館事業の実施   

 発達援助教室 

 

発達に何らかの遅れがある子どもの発達を

援助するため、親子ともに集団に参加する機会

を提供し、その発達の促進を図る「発達援助教

室」を実施する。 

また、教室卒業者の保護者からの個別の育児

相談に応じ、継続的に支援するための「フォロ

ーアップ相談」を実施する。 

・発達援助教室実施 ８８回 

・フォローアップ相談実施 ４８回  

・発達援助教室の実施 ８５回  

・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ相談の実施 ４３回 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

福祉図書室・情報閲覧コーナーの

運営 

 福祉図書及び福祉情報の閲覧をとおして、広

く市民に福祉情報に触れる機会を提供するた

め福祉図書・資料の配備や、主に会館利用者に

対する機材の貸出を行う。 

・利用人数 1２0名 

 

・利用人数８０３名  

 

福祉団体連絡事務室の管理 全市的活動をしている各種福祉団体の連絡

調整及び活動の場を提供する。 

・利用人数 １,０００名 ・利用人数７１０名  

 

「福祉のひろば」の運営 福祉情報及びボランティア情報の提供と各

種福祉団体等が気軽に打ち合わせができるフ

リースペースを提供する。 

また、近年熱中症による健康被害が多くなっ

ている中、一時的に休息できるスポットとして

場所を提供する。 

 

・利用人数 2,０００名 ・利用人数 2,211 名  

 

 



 

 

８ その他の事業 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

高齢者はつらつ長寿推進事業の運営協

力 

区社協が受託実施する「高齢者はつらつ長寿

推進事業」に関して、コロナ禍での取り組み等

を集約し、より効果的に介護予防、ならびに地

域活動の参加促進が図れるよう支援する。 

また、プロポーザル申請書に記載した基本目

標及び取り組みの計画的な実践と分析を行い、

成果及び実績の蓄積ができるよう支援する。 

・合同連絡会 2回 

・職種別連絡会 1回 

・連絡会等を通じた職員間の情報共有 

・相談援助技術研修での専門知識やスキ

ルの習得 同内容を２回 

・合同連絡会の開催 年３回(5/27・ 

5/30、12/6・12/11、3/7・3/12) 

・生きがい活動支援員連絡会の開催 

年1回（7/22） 

・地域福祉推進スタッフ連絡会の開催

年1回（7/29） 

・広報研修の開催（6/12、6/26） 

※同内容2回開催 

はばたきサポート事業【基金】 児童養護施設や自立援助ホーム、里親又はフ

ァミリーホームで暮らしている高校３年生の

就職・進学希望者に対して、自立への一助とす

るために、下記の経費の一部を助成する。 

(1)就職又は進学希望者の運転免許取得費 

(2)就職又は進学希望者の賃貸住宅入居費 

・合計30件の応募 ・運転免許取得費 17件 

・賃貸住宅入居費 13件 

緊急小口資金償還事務 緊急小口資金貸付要綱により貸付を受け、償

還を完了していない者について債権管理の適

正化を図り、徹底する。 

・緊急小口資金等債権管理委員会の開催 ・債権を保有している区（12区）に対

し償還事務費を交付。 

・緊急小口資金等債権管理委員会の 

開催（10/24） 

生活福祉資金貸付事業 低所得者、障害者又は高齢者を対象に資金の

貸付を行う「生活福祉資金貸付事業（総合支援

資金を含む）」について、窓口となる１６区社

協を統括し、県社協との連絡調整や情報提供を

行うほか、相談援助技術向上にかかる研修会・

連絡会を開催する。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う

特例貸付については、受付期間が終了となり、

償還事務やフォローアップ支援等引き続き、区

社協が円滑に業務を遂行できるよう県社協と

連絡調整を図る 

・研修会・連絡会 １回 

・区社協定期事務調査 4区 

・市・区社協の円滑な貸付業務遂行のた

めの県社協との連絡調整 

・貸付研修会の実施（7/18） 

・区社協定期事務調査の実施 

（東・西・南・天白） 

・新型コロナウイルス感染症の影響に

よる緊急小口資金等特例貸付の償還に

かかる相談対応、フォローアップ支援

の実施（区社協に生活資金相談員、  

人材派遣職員等を配置） 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

福祉相談 本会事務局において電話・メール・来所等に

よる市民からの相談を受け付け、適切な助言、

情報の提供、他機関への紹介や調整等を行う。

（平日８時４５分～１７時１５分） 

・相談支援記録システムによる支援経過

の蓄積及び市・区社協相談体制の検討 

 

・相談件数 ５2件 

（来館3件、電話39件、その他 

メール等１0件） 

東山霊安殿の管理運営 生活保護受給者で身寄りがない方、社会福祉

施設の利用者や自宅等で亡くなり引き取り手

がいない方等の遺骨を預かり、慰霊する。 

また、納骨申請件数の増加を受けて関係機関

等との調整を経て実施した納骨期間の見直し

等に基づき、関係事務を円滑に進める。 

・納骨受付 月１回 

・月例法要 ４回 

・慰霊祭 1回（１１月） 

・納骨期間を経過した遺骨の合葬 

・納骨受付 月1回 

・月例法要 ４回 

・慰霊祭 1回（11月） 

・遺骨の合葬 1回（3月） 

福祉会館・児童館の統括事務【委託】 他法人を含む市内1６館の会議開催、事務連

絡、照会事務等を行い、円滑に運営を図る。 

・児童館長会 11回 

・福祉会館長会 1１回 

・児童館：職員研修等  ２回 

・福祉会館：職員研修等 ２回 

【福祉会館】 

・館長会の開催 11回 

・職員研修の実施 4回 

【児童館】 

・館長会の開催 11回 

・職員研修の実施 ５回 

区社協福祉会館・児童館の本部業務 区社協が指定管理者として管理・運営する福

祉会館・児童館の職員採用事務、会議・研修等

を開催するほか、「福祉会館めぐり」や 

「児童館交流ボッチャ大会」など全館に共通

する事業の実施を支援するなど、区社協運営館

の円滑な運営と事業の充実を図る。 

・児童館長連絡会 随時 

・福祉会館社協館連絡会 随時 

・児童館担当者会・研修  ５回 

・福祉会館担当者会・研修  ４回 

・児童館・福祉会館 

指定管理申請に向けた研修 １回 

・全館交流事業    1回 

【福祉会館】  

・館長連絡会の開催 11回 

・担当者会・研修の実施  ６回  

・福祉会館めぐりの実施支援 

【児童館】 

・館長連絡会の開催11回 

・担当者会・研修の実施 ５回 

・児童館交流ボッチャ大会の実施支援 

民生委員児童委員互助共励事業 民生委員・児童委員の死亡・傷病・被災及び

配偶者の死亡に対して行う弔意又は見舞、退任

者に対する慰労、及び研修事業、心配ごと相談

所事業への助成を行う。 

－ 

・予定どおり実施 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

歳末たすけあい募金寄託金配分事業の

実施 

年末年始における臨時相談窓口事業、住所不

安定者支援事業及び生活困窮者に対する食糧

支援を実施する。 

－ 

・臨時相談所事業の実施  

臨時相談 ５７件(援護５７件)  

直接相談 ５４件(援護５４件)  

・住居不安定者支援事業の実施  

日用品等の支給 １２件  

交通費の支給 ５件 

一時生活費の支給 １件 

・生活困窮者食糧支援の実施 

 1,189 件 

社会福祉現場実習の受入及び社会福祉

士実習指導者の養成 

将来の福祉人材育成のため、愛知社会福祉現

場実習連絡協議会を通じて区社協において実

習生を受け入れるための連絡調整を行う。ま

た、実習受入れに際して必須となる「社会福祉

士実習指導者」有資格者（職員）の配置に支障

がないよう、養成に努める。 

・愛知社会福祉現場実習連絡協議会情報 

交換会への参加 1回 

・市・区社協計180時間実習受け入れ 

・新たな養成カリキュラムに伴う 60 時

間実習の受け入れ 

・社会福祉士実習指導者養成 １０名 

・愛知社会福祉現場実習連絡協議会情

報交換会への参加  １回 

・市・区社協による１８０時間実習  

受け入れ 14名 

・新たな養成カリキュラムに伴う  

60時間実習の受け入れ ９名 

・社会福祉士実習指導者養成講習会の 

受講  6名 

生活困窮者の中間的就労等の受け入れ 就労に困難を抱える生活困窮者の支援の一

環として、中間的就労や就労体験を受け入れ

る。 

・中間的就労（雇用型）：１名 

・中間的就労（非雇用型）：１名 

・就労体験：５名 

・中間的就労（雇用型）：受入なし 

・中間的就労（非雇用型）：受入なし 

・就労体験：受入なし 

 



 

 

 

９ 本会の経営・経営基盤の強化、他団体とのパートナーシップ・連携 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

理事会、評議員会、評議員選任・解任

委員会の開催 

 本会の運営上の重要事項決定や事業執行の

ため、理事会、評議員会、評議員選任・解任委

員会を開催する。 

・理事会の開催（年4回） 

・評議員会の開催（年３回） 

・評議員選任・解任委員会の開催（年１回） 

・理事会の開催（年4回） 

・評議員会の開催（年３回） 

・理事会みなし決議（年1回） 

・評議員会みなし決議（年1回） 

・評議員選任・解任委員会の開催（年１回） 

会計監査人及び内部監査人の設置 社会福祉法人制度改革で求められる内部管

理体制の強化に取り組むほか、会計監査人によ

る監査を受けることにより、経営組織のガバナ

ンスの強化や事業運営の透明性の向上に向け

た取り組みを適切に行う。 

・会計監査人による期中監査及び期末監

査の実施 

・内部監査人による内部監査の実施 

・会計監査人による期中監査および 

期末監査の実施 

（本部および事業所3カ所） 

地域福祉部会委員会 区社協会長を委員とする地域福祉部会委員

会を開催し、地域福祉部会所管事業に関する連

絡調整及び研究協議を行う。 

・年１回（区社協会長研修と併催） ・地域福祉部会委員会の開催 

年1回（2/20） 

※区社協正・副会長福祉セミナーと併催 

社会福祉施設部会の運営 各種別施設の代表者で構成する社会福祉施

設部会委員会で、本会の施設関連事業について

協議するとともに、部員間の連携促進のための

取り組みを検討、実施する。 

 なお、「大都市社会福祉施設協議会（北九州

市大会）」は令和７年に開催予定。（令和６年度

は開催に向けての検討を行う） 

・部会委員会の開催（年２回） ・部会委員会の開催 2回 

（7/9、2/27） 

・経営者・施設長セミナーに関する検討 

・大都市社会福祉施設協議会（北九州

市大会）に関する検討。 

・施設運営、公益取組み等に関する情

報共有 

「第３次経営戦略計画」の進行管理・

評価 

「第３次経営戦略計画」の推進及び進行管

理・評価のため、計画評価チームにおいて当年

度の取り組み状況の評価を行うとともに、計画

推進チームにおいてその評価を踏まえた新た

な課題および計画の見直しについて協議する。  

・評価チーム会議開催（随時） 

・推進チーム会議開催（随時） 

・経営改善会議（随時） 

・評価会議（評価チーム会議）2回 

・推進チーム会議 

 未開催（計画の見直しなし） 

・経営戦略計画推進幹事会の開催 

（経営改善会議） 11回 

「第４次経営戦略計画」の策定 時代に求められるニーズや「第３次経営戦略

計画」の期間中に把握された課題等を踏まえ、

令和7年度からの5か年を期間とした「第４

次経営戦略計画」を策定する。 

・作業チーム会議（随時） 

・策定委員会（随時） 

・作業部会の開催（作業チーム会議）

２回 

・策定委員会の開催   ２回 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

組織防災としての事業継続のための備

品・設備等の整備 

地震・風水害対応マニュアル（事業継続計画）

に基づいて、食糧等を配備する。 

また、最新の情報に基づいて地震・風水害対

応マニュアルの改訂作業に取り組む。 

・各所属への食糧等の配備 

 

・各所属への食糧等の配備 

企業との連携促進 各企業の地域貢献活動を把握するとともに、

地域福祉の課題やそれに対する取り組みとい

った情報の提供、交流や学習の機会の提供を行

い、企業の地域貢献活動の促進を図る。また、

企業との交流のツールの一つとして、ボッチャ

を活用する。 

・各企業の地域貢献活動の支援（随時） ・地域貢献にかかる各企業からの相談

に応じ、取り組みを支援 

第2次広報戦略計画の推進・評価 第 2 次広報戦略計画に基づき、各戦略に位

置付けられた年次計画等に沿って実施項目の

企画運営及び進行管理・評価を実施する。 

・広報活動に関する専門チーム会議の開

催（年6回） 

・年６回開催 

アニュアルレポートの発行 本会の各年度の取り組みや財務状況等

を伝えるため、本会会員や行政、関係団体

等向けにアニュアルレポートを発行する。 

・アニュアルレポートの発行 年1回 ・年１回発行 1,200部 

広報紙「ふれあい名古屋」の発行 本会会員や福祉関係者を対象に、最新の福祉

に関する情報を発信するとともに、本会の主張

や取り組みを発信するため、広報紙「ふれあい

名古屋」を発行する。 

・「ふれあい名古屋」の発行 年４回 ・年4回発行 13,000部 

組織・事業紹介パンフレットの発行 市民向けに事業や組織について紹介するこ

とを目的としたパンフレットの積極的な活用

を図る。 

・パンフレット1,000部発行 ・1,500部発行 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

ウェブサイト等電子媒体による広報 一般市民や関係者等に向け、分かりやすく情

報提供するため、コンテンツの改良を図りなが

ら本会ウェブサイトを運用する。また、公式

Facebookや公式YouTubeチャンネルを継

続し、タイムリーな情報発信を行う。 

・Webサイトアクセス数 20,000件／ 

月平均 

・フェイスブック「いいね！」数 50件

（年間）、リーチ数1,500人／月平均 

・Webサイトアクセス数 

17,162件／月平均 

・フェイスブック 

「いいね！」数 75件／年 

リーチ数  368名／直近２８日間 

・Instagram 

 投稿23件 フォロワー149名 

市社協事業概要の作成 本会が実施する各種事業への理解と実績等

のＰＲのための冊子を作成し、関係機関等に公

開する。 

・事業概要の発行 年１回 ・年１回発行（ホームページにデジタ

ル版公開） 

地域福祉関係業務相談支援記録システ

ムの運用 

市区社協の多岐にわたる地域福祉関係業務

に関する相談や支援の内容を効率的に記録す

るシステムを運用することで、組織及び職員の

地域支援・個別支援能力を高め、また、職員の

活動実績を対外的に示す。 

・他所属との情報共有など効率的・効果

的なシステムの運用についての検討 

 

・今後の地域支援・個別支援の質を向

上させるため、複数所属間でのデータ

共有の仕組みづくり等について、業者

との相談を実施 

第２、４、５号会員の入会促進 本会の組織の基盤である会員のうち、社会福

祉施設（2号）、福祉関係団体（４号）、市民活

動団体（５号）の加入を促進することにより、

施設・団体とのパートナーシップを構築すると

ともに、本会の経営基盤を強化する。 

・新規入会 3０事業・団体 ・新規入会 16事業・団体 

（２号15事業、４号1団体） 

会員情報管理システムの運用 第２、４、５号会員の情報を管理するための

システムを運用することで、管理事務の効率化

と経費の軽減につなげる。また、システムを活

用した有効な情報収集の方法を検討し、会員還

元事業の充実や会員間ネットワークづくりに

寄与する。 

・会費請求（５月） 

・会員情報の確認依頼（２月） 

・情報発信（通年） 

・有効な情報収集方法の検討（通年） 

・会費請求（５月） 

・会員情報の確認依頼（２月） 

・会員ネットワークニュースの発行送

付（毎月） 

 

市社協サポーター（賛助会員）の入会

促進 

本会の目的に賛同していただき本会を資金

面で支援していただく「市社協サポーター」を

広く募集する。 

・個人 ３０名 

・法人・団体 １０団体 

・個人 ２０名 

・法人・団体 ８団体 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

福祉基金の運営 「令和２～６年度の福祉基金事業運営にか

かる基本方針」に基づき、街頭募金の実施、遺

贈用パンフレットによる市民・関係機関へのＰ

Ｒ等、福祉基金のＰＲ活動強化により、基金の

増強を図るとともに、福祉基金を財源とした事

業の執行の透明性を確保するため、福祉基金運

営委員会を開催し、適切に実施する。 

遺贈など寄付への関心を高めるためのイベ

ントの開催や効果的な周知方法、街頭募金のあ

り方や電子決済などを活用した寄付の仕組み

の検討など、時代に即した新たな寄付の仕組み

を開発し、本市におけるより一層の寄付文化の

醸成を図る。 

・目標額 3,000万円 

・遺贈用パンフレットによる信託銀行等

金融機関へのＰＲの実施 

・民生委員・児童委員大会等での募金活

動の実施、街頭募金の実施 

・退職記念キャンペーンの実施 

・職員ワンコイン運動の実施 

・広報紙・ホームページでの広報 

・事務臨時職員等の配置 

・実績額 9,013,287 円  

・市民生委員・児童委員大会で

の募金活動の実施  

場所：センチュリーホール(９/

３) 

・パンフレット（遺贈用含む）

によるＰＲ・広報紙・ホーム

ページでの広報 

・退職記念キャンペーン、職員

ワンコイン運動の実施 

・中日新聞「Ｒｉｓａ」でＰＲ 

広告・書籍斡旋等による自主財源の確

保 

本会Webサイトの広告掲載ならびに全社協

書籍の販売斡旋により、自主財源を確保する。 

・Webサイト広告掲載件数 年間5件 

（1件につき3か月間掲載） 

・Webサイト広告掲載 なし 

職員採用に向けた取り組み  組織の中核となる一般職員を獲得するため、

インターネットサイトの活用、パンフレットや

動画によるＰＲ、オンライン形式を含む就業体

験機会の提供、区社協の協力を得た法人説明会

及び職場体験等を実施する。試験受験者の確保

に向けた周知活動、公平・公正かつ必要度を勘

案した選考、内定者フォローの３本柱を中心に

採用活動を行い、職務経験者を対象とした選考

等も実施を予定する。 

・受験者数１２０名以上 

・法人説明会：３月～６月 

・採用試験：６月～８月 

（一部試験区分は時期を分けて実施） 

・大学主催説明会への積極的な参画 

・採用辞退の防止 

・法人説明会の開催（市社協７回/参加者

189名、区社協１７回/参加者29名） 

① R６.6～R6.8：受験者94名 

 ②R7.1～R7.2：受験者31名 

 ※各期２区分（30歳未満、職務経 

験者）＋①に併せて転任試験を実施 

・採用/任用者数15名 

・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ（仕事体験）の実施 

 夏期：11回/参加者 ７９名 

 秋冬期：１５回/ 参加者８４名 



 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

本会を支える人材の育成  

 キャリアマネジメント方針等に基

づく人材の 

確保・育成（研修）等の実施 

キャリアマネジメント方針等に基づき、多様

な人材の確保策やOJTを基盤とした体系的な

育成に取り組む。また、職制に応じた基礎能力

を養成するための「基本研修（階層別研修）」

等のや、組織・事業のニーズに即した専門性等

の獲得に向けた実践的な学びの機会を設ける。 

・研修計画の策定、実施 

・研修満足度平均4.0以上 

・研修満足度平均：4.55 

社会福祉士資格取得助成制度 

精神保健福祉士資格取得助成制度 

一般職員が社会福祉士・精神保健福祉士資格

を取得する際の資格取得費用の一部を助成等

することで、職員の専門性のアップに向けた支

援を実施する。 

・資格取得費用の一部助成 

・指定養成校入学のための推薦 

・制度の周知、利用率の向上 

令和６年度末一般職員 

・資格取得率78.8％ 

・受験資格保有率82.9％ 

職員提案制度の実施 市・区社協の全所属一斉で、市民サービスの

向上、職場環境の改善や事務の効率化等につい

ての提案を募集することで、職員の創意工夫能

力を養うとともに、社協運営の活性化を図る。 

・制度の周知・募集（７月～10月） 

・提案結果の周知（11月） 

・制度の周知（7月） 

・所属からの応募件数 ４件 

職員研究開発助成制度の実施 職員の主体的・自主的な研究開発を支援する

ことで、職員の働く意欲や仲間意識の向上を図

るとともに、優れた研究成果については本会の

事業活動の向上や地域社会への貢献のために

活用する。 

・制度の周知・募集（７月～10月） 

・助成対象研究テーマの決定（12月） 

・制度の周知（9月） 

・応募なし 

職員他都市派遣制度の実施 他都市に職員のグループを派遣することで

職員同士のつながりを強化するとともに、派遣

先の検討や事前準備への取り組みを通じて企

画力・調整力を向上させることを促す。また、

派遣によって得た知見やつながりを本会の事

業活動や組織運営に還元することを目的とす

る。 

・制度の周知・募集（６月～８月） 

・派遣グループの決定（９月） 

・制度の周知（６月） 

・申し込み１件 派遣実施１件 

 



 

 

 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 ６年度の結果・実績 

 社会福祉協議会活動名古屋会議～

職員チャレンジ発表会～ 

市・区社協職員の日常業務における実践につ

いて市・区社協等から公募し発表の機会を設け

ることにより、事例の共有を図るとともに、

日々の業務を振り返り、職員の資質向上の機会

とする。なお、さらなる内容の充実に向け、開

催方法や評価内容等について検討を行う。 

・1０事例以上の応募 

 

・社会福祉協議会活動名古屋会議～職

員チャレンジ発表会～の開催 

（１/15） 

８事例の応募 

参加者77名 

名古屋市役所への職員派遣 行政との密接なパートナーシップのもと、行

政の業務に直接携わる機会を通じて幅広い視

野を身に付け、関係職員との交流によりネット

ワークを構築し、その経験を活かし公共性の高

い本会の地域福祉関係事業を推進する人材を

養成するため名古屋市役所へ職員を派遣する。 

・職員の派遣 １名 ・職員派遣 1名 

（旧地域ケア推進課） 

シルバー人材センターへの協力 シルバー人材センター事業への協力のため、

名古屋市シルバー人材センターに職員を派遣

その他の協力を行う。 
－ 

・職員派遣29名 

各種会議・研修等への参加  全国的な動向や各種施策情報の収集、情報交

換ならびに知識・技能の習得等のため、全社

協・県社協その他関係機関が開催する各種会議

等に参加する。 

－ 

・各種会議がオンライン形式で併用実

施 されることが増え、オンラインも活

用  しながら積極的な参加に努めた。 

名古屋市共同募金委員会への協力 名古屋市共同募金委員会の事務局として共

同募金の積極的な周知・ＰＲ・募金受入ならび

に大規模災害発生時に募集される義援金の受

入事務等に協力する。 
－ 

・予定どおり実施 

・大規模災害発生時義援金の受入事務

への協力１０件（過年度継続５件含む） 

 



 

 

 

 

令和６年度 

事業報告の附属明細書 

 

 

 
 

令和６年度の事業報告に関して、定款第 41条第 1項第 2号に規定する事業報告の附属明

細書について、（※）記載する事項はありません。 

 

  （※）記載する事項…社会福祉法施行規則第 2条の 25第 3項に規定する「事業報告の

内容を補足する重要な事項」 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 名古屋市社会福祉協議会 


